
区　　　分 特別徴収 自己処理 特別徴収 自己処理 課税標準量 税　　 額

義務者数 事業者数 義 務 者 事 業 者

トン 円

焼 却 処 理

最 終 処 分

合　　  計

区　　　分 特別徴収 自己処理 特別徴収 自己処理 課税標準量 税　　 額

義務者数 事業者数 義 務 者 事 業 者

トン 円

焼 却 処 理

最 終 処 分

合　　  計

区　　　分 特別徴収 自己処理 特別徴収 自己処理 課税標準量 税　　 額

義務者数 事業者数 義 務 者 事 業 者

トン 円

焼 却 処 理

最 終 処 分

合　　  計

区　　　分 特別徴収 自己処理 特別徴収 自己処理 課税標準量 税　　 額

義務者数 事業者数 義 務 者 事 業 者

トン 円

焼 却 処 理

最 終 処 分

合　　  計

区　　　分 特別徴収 自己処理 特別徴収 自己処理 課税標準量 税　　 額

義務者数 事業者数 義 務 者 事 業 者

トン 円

焼 却 処 理

最 終 処 分

合　　  計

（注）１．事業者数、施設数は２月末日現在。
　　　２．（　）内は事業者の実数である。

事  業  者  数 

事  業  者  数 施  設  数

事  業  者  数 施  設  数

施  設  数

平　成　２９　年　度

１６　産業廃棄物税課税標準調

平　成　２８　年　度

平　成　２７　年　度

事  業  者  数 施  設  数

平　成　２６　年　度

事  業  者  数 施  設  数

平　成　２５　年　度
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（１）道府県民税額等に関する調

  確定法人税割額に対応する

  前年度分の中間申告額

 確定申告の 確定申告の 確定申告の 確定申告の 事業年度数 税    額

 あったもの うち決定 ないもの あったもの うち決定 ないもの

したもの ① したもの ② ③

千円 千円 千円 千円

普 分

割

通 法 うち連結分

人

法 うち連結分

人 うち連結分

うち連結分

うち連結分

 合          計

うち連結分

１　法人の道府県民税等に関する調

事  業  年  度  数 税         額

 公 益 法 人 等  Ｃ 

確   定   法   人   税   割   額

 寮等のみを有する法人　Ｄ

 人格なき社団等　Ｅ 

Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ+Ｅ+Ｆ+Ｇ+Ｈ

 特  定  信  託　Ｇ

区    分

 法人課税信託　　Ｈ

 清  算  法  人　Ｆ 

本県本店分

他県本店分

県 内 法 人

 特  別  法  人  Ｂ

   計    　  Ａ

確定申告が翌年度になる 確定申告期限が翌年度 既還付請求     中間納付額の 現事業年度分 過事業年度分

中間申告額 となる見込納付額 利子割額が     歳出還付額 調   定   額 調   定   額 法人税割

過大である  前年度に  当該年度 調 定 額

事業年度数 税    額 事業年度数 税    額 場合の納付  収入した  に収入し ①+②-③+④

額  もの  たもの +⑤+⑥+⑦ ⑧+⑨

④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

普 分

割

通 法 うち連結分

人

法 うち連結分

人 うち連結分

うち連結分

うち連結分

 合          計

うち連結分

 特  別  法  人  Ｂ

 公 益 法 人 等  Ｃ 

 寮等のみを有する法人　Ｄ

 人格なき社団等　Ｅ 

本県本店分

他県本店分

県 内 法 人

   計    　  Ａ

Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ+Ｅ+Ｆ+Ｇ+Ｈ

 清  算  法  人　Ｆ 

 特  定  信  託　Ｇ

区    分

 法人課税信託　　Ｈ

当該年度に ⑬のうち ⑭の件数

発生した 利子割に

歳出還付額 係る額

調 定 額 合    計 ⑫の件数

10億円超 1億円超 1000万円超 うち超過課税

50億円超 50億円以下 10億円以下 1億円以下 左記以外 ⑪ 相当額 ⑩+⑪ ⑬ ⑭

千円 千円 千円 千円 千円 千円

普 分

割

通 法 うち連結分

人

法 うち連結分

人 うち連結分

うち連結分

うち連結分

 合          計

うち連結分

均             等             割

区    分
うち当該年
度に均等割
に充当した
利子割額⑫

均 等 割

 特  別  法  人  Ｂ

総 数
資　本　金　等　の　額

納    税    義    務    者    数

 寮等のみを有する法人　Ｄ

 人格なき社団等　Ｅ 

本県本店分

他県本店分

県 内 法 人

   計    　  Ａ

 法人課税信託　　Ｈ

 公 益 法 人 等  Ｃ 

Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ+Ｅ+Ｆ+Ｇ+Ｈ

 清  算  法  人　Ｆ 

 特  定  信  託　Ｇ



（１）道府県民税額等に関する調

  確定法人税割額に対応する

  前年度分の中間申告額

 確定申告の 確定申告の 確定申告の 確定申告の 事業年度数 税    額

 あったもの うち決定 ないもの あったもの うち決定 ないもの

したもの ① したもの ② ③

千円 千円 千円 千円

普 分

割

通 法 うち連結分

人

法 うち連結分

人 うち連結分

うち連結分

うち連結分

 合          計

うち連結分

１　法人の道府県民税等に関する調

事  業  年  度  数 税         額

 公 益 法 人 等  Ｃ 

確   定   法   人   税   割   額

 寮等のみを有する法人　Ｄ

 人格なき社団等　Ｅ 

Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ+Ｅ+Ｆ+Ｇ+Ｈ

 特  定  信  託　Ｇ

区    分

 法人課税信託　　Ｈ

 清  算  法  人　Ｆ 

本県本店分

他県本店分

県 内 法 人

 特  別  法  人  Ｂ

   計    　  Ａ

確定申告が翌年度になる 確定申告期限が翌年度 既還付請求     中間納付額の 現事業年度分 過事業年度分

中間申告額 となる見込納付額 利子割額が     歳出還付額 調   定   額 調   定   額 法人税割

過大である  前年度に  当該年度 調 定 額

事業年度数 税    額 事業年度数 税    額 場合の納付  収入した  に収入し ①+②-③+④

額  もの  たもの +⑤+⑥+⑦ ⑧+⑨

④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

普 分

割

通 法 うち連結分

人

法 うち連結分

人 うち連結分

うち連結分

うち連結分

 合          計

うち連結分

 特  別  法  人  Ｂ

 公 益 法 人 等  Ｃ 

 寮等のみを有する法人　Ｄ

 人格なき社団等　Ｅ 

本県本店分

他県本店分

県 内 法 人

   計    　  Ａ

Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ+Ｅ+Ｆ+Ｇ+Ｈ

 清  算  法  人　Ｆ 

 特  定  信  託　Ｇ

区    分

 法人課税信託　　Ｈ

当該年度に ⑬のうち ⑭の件数

発生した 利子割に

歳出還付額 係る額

調 定 額 合    計 ⑫の件数

10億円超 1億円超 1000万円超 うち超過課税

50億円超 50億円以下 10億円以下 1億円以下 左記以外 ⑪ 相当額 ⑩+⑪ ⑬ ⑭

千円 千円 千円 千円 千円 千円

普 分

割

通 法 うち連結分

人

法 うち連結分

人 うち連結分

うち連結分

うち連結分

 合          計

うち連結分

均             等             割

区    分
うち当該年
度に均等割
に充当した
利子割額⑫

均 等 割

 特  別  法  人  Ｂ

総 数
資　本　金　等　の　額

納    税    義    務    者    数

 寮等のみを有する法人　Ｄ

 人格なき社団等　Ｅ 

本県本店分

他県本店分

県 内 法 人

   計    　  Ａ

 法人課税信託　　Ｈ

 公 益 法 人 等  Ｃ 

Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ+Ｅ+Ｆ+Ｇ+Ｈ

 清  算  法  人　Ｆ 

 特  定  信  託　Ｇ

284,186

276,240

106,641

154,469
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（２）資本金別法人税割額等に関する調

（普通法人分）

区  分 算出 外国税額 仮装経理利子割額 租税条約の 差引法人税割額

法人数 法人税割額 控除額 に基づくの控除額実施に係る　　①-②-③-④　　 うち超過

資本金別 ① ② ③ 控除額④ ⑤ 控除額⑥ -⑤-⑥ うち連結分 課税相当額 うち連結分

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

  300万円未満

  300万円以上1,000万円未満

1,000万円

1,000万円超　5,000万円未満

5,000万円以上　　1億円未満

    1億円

  　1億円超     10億円未満

   10億円

   10億円超     50億円未満

   50億円

   50億円超    100億円未満

  100億円以上

保険業法に規定する相互会社

内 県  内  法  人

訳 分  割  法  人

（全法人対象）

 区  分 算出 外国税額 仮装経理利子割額 租税条約の 差引法人税割額

法人数 法人税割額 控除額 に基づくの控除額実施に係る　①-②-③-④ うち超過

 資本金別 ① ② ③ 控除額④ ⑤ 控除額⑥ 　-⑤-⑥ うち連結分 課税相当額 うち連結分

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

  300万円未満

  300万円以上1,000万円未満

1,000万円

1,000万円超  5,000万円未満

5,000万円以上  　1億円未満

    1億円

    1億円超     10億円未満

   10億円

   10億円超     50億円未満

   50億円

   50億円超    100億円未満

  100億円以上

保険業法に規定する相互会社

合    計

内 県  内  法  人

訳 分  割  法  人

（注）１．普通法人分には医療法人分が含まれる。　

      ２．「法人数」及び「課税標準となる法人税額」の欄は、分支を除く。

        なお、「課税標準となる法人税額」の欄中分本は、総額の数値。

道府県民税の
特定寄附金税

額控除額

道府県民税の
特定寄附金税

額控除額

合    計

うち連
結申告
法人数

うち連結申告法
人に係る個別帰

属法人税額

課税標準となる法
人税額又は個別帰

属法人税額

うち連
結申告
法人数

課税標準となる法
人税額又は個別帰

属法人税額

うち連結申告法
人に係る個別帰

属法人税額

（３）利子割額に関する調

左のうち非居住者・
税    額 課税支払額 非課税支払額 外国法人に係る額

千円 千円 千円 千円 枚

特定公社債以外の公社債の利子

銀行預金利子

銀行以外の金融機関の預貯金利子

勤務先預金等の利子

合同運用信託の収益の分配

公社債投資信託のうち公募公社債投資信託以外の収益の分配

郵便貯金利子

国外一般公社債等の利子等

財形貯蓄契約に係る生命保険等の差益

私募公社債等運用投資信託の収益の分配

特定目的信託の社債的受益証券の収益の分配

国外私募公社債等運用投資信託等の収益の分配

懸賞金付預貯金等の懸賞金等

定期積金の給付補てん金

掛金の給付補てん金

抵当証券の利息

貴金属等の売戻し条件付売買契約の利益

外貨建預貯金等の為替差益

一時払養老保険・一時払損害保険等の差益

小        計

納入申告書数種          類

合           計

そ　　の　　他

金

融

類

似

商

品

私 運 の
募 用 収
公 投 益
社 資 の
債 信 分
等 託 配
   等 等

公

社

債

利

子

等

（４）利子割の特別徴収義務者に関する調

区    分   特 別 徴 収 義 務 者 数      営   業   所   数
人 件

銀 行 等
信 用 金 庫 等
農 林 中 央 金 庫 等
証 券 会 社
保 険 会 社 等
社 内 預 金 実 施 企 業
その他の金融機関等

合    計
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（３）利子割額に関する調

左のうち非居住者・
税    額 課税支払額 非課税支払額 外国法人に係る額

千円 千円 千円 千円 枚

特定公社債以外の公社債の利子

銀行預金利子

銀行以外の金融機関の預貯金利子

勤務先預金等の利子

合同運用信託の収益の分配

公社債投資信託のうち公募公社債投資信託以外の収益の分配

郵便貯金利子

国外一般公社債等の利子等

財形貯蓄契約に係る生命保険等の差益

私募公社債等運用投資信託の収益の分配

特定目的信託の社債的受益証券の収益の分配

国外私募公社債等運用投資信託等の収益の分配

懸賞金付預貯金等の懸賞金等

定期積金の給付補てん金

掛金の給付補てん金

抵当証券の利息

貴金属等の売戻し条件付売買契約の利益

外貨建預貯金等の為替差益

一時払養老保険・一時払損害保険等の差益

小        計

納入申告書数種          類

合           計

そ　　の　　他

金

融

類

似

商

品

私 運 の
募 用 収
公 投 益
社 資 の
債 信 分
等 託 配
   等 等

公

社

債

利

子

等

（４）利子割の特別徴収義務者に関する調

区    分   特 別 徴 収 義 務 者 数      営   業   所   数
人 件

銀 行 等
信 用 金 庫 等
農 林 中 央 金 庫 等
証 券 会 社
保 険 会 社 等
社 内 預 金 実 施 企 業
その他の金融機関等

合    計
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（５）配当割に関する調

種類 税　額 課税支払額 非課税支払額 納入申告書数

千円 千円 千円 枚

上 場 株 式 等 の 配 当 等

投資信託でその設定に係る受益権の募集
が公募により行われたものの収益の配分

特 定 投 資 法 人 の 投 資 口 の 配 当 等

特定目的信託の社債的受益証券の剰余金
の 配 分 の う ち 公 募 の も の

特定公社債の利子・特定口座外の割引債
の 償 還 金

合    計

（１）個人事業税に関する調

（イ）第１種事業に関する調
事  業  主 差 引 課 税

種        別 所得税 所得税 控  除  額 所 得 金 額
課税者 失格者 計 所得税課税者 所得税失格者      計  ① ② ①－②

人 人 人 千円 千円 千円 千円 千円

物品販売業

保険業

金銭貸付業

物品貸付業

不動産貸付業

製造業

電気供給業

土石採取業

電気通信事業

運送業

運送取扱業

船舶ていけい場業

倉庫業

駐車場業

請負業

印刷業

出版業

写真業

席貸業

旅館業

料理店業

飲食店業

周旋業

代理業

仲立業

問屋業

両替業

公衆浴場業

演劇興行業

遊技場業

遊覧所業

商品取引業

不動産売買業

広告業

興信所業

案内業

冠婚葬祭業

合      計

２　事業税に関する調

課 税 人 員 所   得   金   額

（６）株式等譲渡所得割に関する調

種　　　類 税　額 課税支払額 還付分支払額 非課税支払額 納入申告書数

千円 千円 千円 千円 枚

特 定 株 式 等 譲 渡 所 得
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（５）配当割に関する調

種類 税　額 課税支払額 非課税支払額 納入申告書数

千円 千円 千円 枚

上 場 株 式 等 の 配 当 等

投資信託でその設定に係る受益権の募集
が公募により行われたものの収益の配分

特 定 投 資 法 人 の 投 資 口 の 配 当 等

特定目的信託の社債的受益証券の剰余金
の 配 分 の う ち 公 募 の も の

特定公社債の利子・特定口座外の割引債
の 償 還 金

合    計

（１）個人事業税に関する調

（イ）第１種事業に関する調
事  業  主 差 引 課 税

種        別 所得税 所得税 控  除  額 所 得 金 額
課税者 失格者 計 所得税課税者 所得税失格者      計  ① ② ①－②

人 人 人 千円 千円 千円 千円 千円

物品販売業

保険業

金銭貸付業

物品貸付業

不動産貸付業

製造業

電気供給業

土石採取業

電気通信事業

運送業

運送取扱業

船舶ていけい場業

倉庫業

駐車場業

請負業

印刷業

出版業

写真業

席貸業

旅館業

料理店業

飲食店業

周旋業

代理業

仲立業

問屋業

両替業

公衆浴場業

演劇興行業

遊技場業

遊覧所業

商品取引業

不動産売買業

広告業

興信所業

案内業

冠婚葬祭業

合      計

２　事業税に関する調

課 税 人 員 所   得   金   額
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（ニ）分割個人の所得金額に関する調
他 県 本 店 分

区  分 分割を受けた
課税人員 当該県分 他の県分 計 課税人員 課税所得金額

人 千円 千円 千円 人 千円
第１種事業
第２種事業
第３種事業

計

（ホ）事業専従者に関する調

左のうち専従 左のうち専従
区  分 納税者数 者控除を受け 専従者数 給 与 額 納税者数 者控除を受け 専従者数 給 与 額

た納税者数  た納税者数  
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧
人 人 人 千円 人 人 人 千円

第１種事業
第２種事業
第３種事業

あん摩業
等以外

あん摩業
等

合  計

左のうち専従
区  分 納税者数 者控除を受け 専従者数 給 与 額

た納税者数  
①+⑤ ②+⑥ ③+⑦ ④+⑧

人 人 人 千円
第１種事業
第２種事業
第３種事業

あん摩業
等以外

あん摩業
等

合  計

白   色   申   告

課 税 所 得 金 額

本  県  本  店  分

計

青   色   申   告

（ロ）第２種事業に関する調
事  業  主 差 引 課 税

種        別 所得税 所得税 控  除  額 所 得 金 額
課税者 失格者 計 所得税課税者 所得税失格者      計  ① ② ①－②

人 人 人 千円 千円 千円 千円 千円

畜産業

水産業

薪炭製造業

合      計

（ハ）第３種事業に関する調
事  業  主 差 引 課 税

種        別 所得税 所得税 控  除  額 所 得 金 額
課税者 失格者 計 所得税課税者 所得税失格者      計  ① ② ①－②

人 人 人 千円 千円 千円 千円 千円
医業

歯科医業

薬剤師業

あん摩等の事業

獣医業

装蹄師業

弁護士業

司法書士業

行政書士業

公証人業

弁理士業

税理士業

公認会計士業

計理士業

社会保険労務士業

コンサルタント業

設計監督者業

不動産鑑定業

デザイン業

諸芸師匠業

理容業

美容業

クリーニング業

公衆浴場業

歯科衛生士業

歯科技工士業

測量士業

土地家屋調査士業

海事代理士業

印刷製版業

合      計

課 税 人 員 所   得   金   額

課 税 人 員 所   得   金   額
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（ニ）分割個人の所得金額に関する調
他 県 本 店 分

区  分 分割を受けた
課税人員 当該県分 他の県分 計 課税人員 課税所得金額

人 千円 千円 千円 人 千円
第１種事業
第２種事業
第３種事業

計

（ホ）事業専従者に関する調

左のうち専従 左のうち専従
区  分 納税者数 者控除を受け 専従者数 給 与 額 納税者数 者控除を受け 専従者数 給 与 額

た納税者数  た納税者数  
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧
人 人 人 千円 人 人 人 千円

第１種事業
第２種事業
第３種事業

あん摩業
等以外

あん摩業
等

合  計

左のうち専従
区  分 納税者数 者控除を受け 専従者数 給 与 額

た納税者数  
①+⑤ ②+⑥ ③+⑦ ④+⑧

人 人 人 千円
第１種事業
第２種事業
第３種事業

あん摩業
等以外

あん摩業
等

合  計

白   色   申   告

課 税 所 得 金 額

本  県  本  店  分

計

青   色   申   告

（ロ）第２種事業に関する調
事  業  主 差 引 課 税

種        別 所得税 所得税 控  除  額 所 得 金 額
課税者 失格者 計 所得税課税者 所得税失格者      計  ① ② ①－②

人 人 人 千円 千円 千円 千円 千円

畜産業

水産業

薪炭製造業

合      計

（ハ）第３種事業に関する調
事  業  主 差 引 課 税

種        別 所得税 所得税 控  除  額 所 得 金 額
課税者 失格者 計 所得税課税者 所得税失格者      計  ① ② ①－②

人 人 人 千円 千円 千円 千円 千円
医業

歯科医業

薬剤師業

あん摩等の事業

獣医業

装蹄師業

弁護士業

司法書士業

行政書士業

公証人業

弁理士業

税理士業

公認会計士業

計理士業

社会保険労務士業

コンサルタント業

設計監督者業

不動産鑑定業

デザイン業

諸芸師匠業

理容業

美容業

クリーニング業

公衆浴場業

歯科衛生士業

歯科技工士業

測量士業

土地家屋調査士業

海事代理士業

印刷製版業

合      計

課 税 人 員 所   得   金   額

課 税 人 員 所   得   金   額
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（ヘ）所得階層別に関する調

区     分
人員 所得金額 人員 所得金額 人員 所得金額 人員 所得金額 人員 所得金額

人 千円 人 千円 人 千円 人 千円 人 千円
第 所得税
一 課税者
種 所得税
事 失格者
業

計
第 所得税
二 課税者
種 所得税
事 失格者
業

計
あ以 所得税
ん外 課税者

第 摩の 所得税
業も 失格者

三 等の
計

種 あ 所得税
ん 課税者

事 摩 所得税
業 失格者

業 等
計

   小    計
所得税

合 課税者
所得税

計 失格者

計

区     分
人員 所得金額 人員 所得金額 人員 所得金額 人員 所得金額 人員 所得金額

人 千円 人 千円 人 千円 人 千円 人 千円
第 所得税
一 課税者
種 所得税
事 失格者
業

計
第 所得税
二 課税者
種 所得税
事 失格者
業

計
あ以 所得税
ん外 課税者

第 摩の 所得税
業も 失格者

三 等の
計

種 あ 所得税
ん 課税者

事 摩 所得税
業 失格者

業 等
計

所得税
合 課税者

所得税
計 失格者

計

小    計

300万円以下
300万円超　
310万円以下

310万円超　 320万円超　

340万円超　 350万円超　 360万円超　 370万円超　

330万円超　
320万円以下 330万円以下 340万円以下

380万円超　
350万円以下 360万円以下 370万円以下 380万円以下 390万円以下

区     分
人員 所得金額 人員 所得金額 人員 所得金額 人員 所得金額 人員 所得金額

人 千円 人 千円 人 千円 人 千円 人 千円
第 所得税
一 課税者
種 所得税
事 失格者
業

計
第 所得税
二 課税者
種 所得税
事 失格者
業

計
あ以 所得税
ん外 課税者

第 摩の 所得税
業も 失格者

三 等の
計

種 あ 所得税
ん 課税者

事 摩 所得税
業 失格者

業 等
計

   小    計
所得税

合 課税者
所得税

計 失格者

計

区     分
人員 所得金額 人員 所得金額

人 千円 人 千円
第 所得税
一 課税者
種 所得税
事 失格者
業

計
第 所得税
二 課税者
種 所得税
事 失格者
業

計
あ以 所得税
ん外 課税者

第 摩の 所得税
業も 失格者

三 等の
計

種 あ 所得税
ん 課税者

事 摩 所得税
業 失格者

業 等
計

   小    計
所得税

合 課税者
所得税

計 失格者

計

390万円超　 400万円超　 500万円超　 600万円超　  700万円超　
400万円以下 500万円以下 600万円以下 700万円以下 1000万円以下

1000万円超 合    計
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区     分
人員 所得金額 人員 所得金額 人員 所得金額 人員 所得金額 人員 所得金額

人 千円 人 千円 人 千円 人 千円 人 千円
第 所得税
一 課税者
種 所得税
事 失格者
業

計
第 所得税
二 課税者
種 所得税
事 失格者
業

計
あ以 所得税
ん外 課税者

第 摩の 所得税
業も 失格者

三 等の
計

種 あ 所得税
ん 課税者

事 摩 所得税
業 失格者

業 等
計

   小    計
所得税

合 課税者
所得税

計 失格者

計

区     分
人員 所得金額 人員 所得金額

人 千円 人 千円
第 所得税
一 課税者
種 所得税
事 失格者
業

計
第 所得税
二 課税者
種 所得税
事 失格者
業

計
あ以 所得税
ん外 課税者

第 摩の 所得税
業も 失格者

三 等の
計

種 あ 所得税
ん 課税者

事 摩 所得税
業 失格者

業 等
計

   小    計
所得税

合 課税者
所得税

計 失格者

計

390万円超　 400万円超　 500万円超　 600万円超　  700万円超　
400万円以下 500万円以下 600万円以下 700万円以下 1000万円以下

1000万円超 合    計
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（ト）個人事業税の減免に関する調
人員 所得金額 減免額

  区      分 人 千円 千円

第 天災による者
一 公私の扶助を
種 受ける者
事
業 その他

計

第 天災による者
二 公私の扶助を
種 受ける者
事
業 その他

計

天災による者
公私の扶助を

第 受ける者

三 その他

種 計

事 天災による者
公私の扶助を

業 受ける者

その他

計

天災による者
合 公私の扶助を

受ける者

計 その他

計

あ
ん
摩
業
等

以
外
の
も
の

あ
ん
摩
業
等

（２）法人事業税に関する調

（イ）事業税額等に関する調

  確定事業税額に対応
  する前年度分の中間
  申告額

所    得
確定申告 （収  入） 確定申告が 税  額 税  額
があった 決定し 金    額 あったもの 決定し 税  額
もの　　 たもの ① たもの ② ③ ④

千円 千円 千円 千円 千円 千円

普 分
割 本県本店分

所 通 法
人 他県本店分

法
得 県 内 法 人

人

課

税

分

特 定 信 託

法人課税信託

収入金額課税分

課税標準の特例による
　 課    税　　分

外形対象法人分
事　業　税　計

地方法人特別税分

  合     計

公益法人等

人格なき社団等

清 算 法 人

確定申告及び決定

計

小   計 

特 別 法 人

区      分

現     事     業     年     度     分

のない中間申告　
事業年度数 税    額

事業
年度数

事業
年度数事業

年度数

確          定          額
確定申告が翌年度
になる中間申告額

当該年度
において

調定額 所    得 調定額 合  計 発生した

前年度に 当該年 （収  入） 歳出還付額
税  額 収入した 度に収 ①+②-③ 金    額

もの　　 入した +④+⑤+⑥ ⑦+⑧

⑤  ⑥ もの　          ⑦ ⑧ ⑨
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

普 分
割 本県本店分

所 通 法
人 他県本店分

法
得 県 内 法 人

人

課

税

分

特 定 信 託

法人課税信託

収入金額課税分

課税標準の特例による
課    税　　分

外形対象法人分
事　業　税　計

地方法人特別税分

  合     計

小   計 

特 別 法 人

公益法人等

人格なき社団等

清 算 法 人

計

過事業年度分現   事   業   年   度   分

区      分

事業
年度数

中間納付額の
歳出還付額

確定申告期限が
翌年度となる　
見込納付額　　
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（２）法人事業税に関する調

（イ）事業税額等に関する調

  確定事業税額に対応
  する前年度分の中間
  申告額

所    得
確定申告 （収  入） 確定申告が 税  額 税  額
があった 決定し 金    額 あったもの 決定し 税  額
もの　　 たもの ① たもの ② ③ ④

千円 千円 千円 千円 千円 千円

普 分
割 本県本店分

所 通 法
人 他県本店分

法
得 県 内 法 人

人

課

税

分

特 定 信 託

法人課税信託

収入金額課税分

課税標準の特例による
　 課    税　　分

外形対象法人分
事　業　税　計

地方法人特別税分

  合     計

公益法人等

人格なき社団等

清 算 法 人

確定申告及び決定

計

小   計 

特 別 法 人

区      分

現     事     業     年     度     分

のない中間申告　
事業年度数 税    額

事業
年度数

事業
年度数事業

年度数

確          定          額
確定申告が翌年度
になる中間申告額

当該年度
において

調定額 所    得 調定額 合  計 発生した

前年度に 当該年 （収  入） 歳出還付額
税  額 収入した 度に収 ①+②-③ 金    額

もの　　 入した +④+⑤+⑥ ⑦+⑧

⑤  ⑥ もの　          ⑦ ⑧ ⑨
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

普 分
割 本県本店分

所 通 法
人 他県本店分

法
得 県 内 法 人

人

課

税

分

特 定 信 託

法人課税信託

収入金額課税分

課税標準の特例による
課    税　　分

外形対象法人分
事　業　税　計

地方法人特別税分

  合     計

小   計 

特 別 法 人

公益法人等

人格なき社団等

清 算 法 人

計

過事業年度分現   事   業   年   度   分

区      分

事業
年度数

中間納付額の
歳出還付額

確定申告期限が
翌年度となる　
見込納付額　　
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（ロ）業種別及び分割基準別に関する調

      区           分 事  業 収入金額又は 事業税額 事  業 収入金額又は 事業税額

法人数 年度数   所得金額 ① ② 法人数 年度数   所得金額 ③ ④

千円 千円 千円 千円

発電用固定資産割

電気供給業 総固定資産割

事務所数割

従業者数割

収

入 ガス供給業

金

額 生命保険業 事務所数割

課 従業者数割

税

分 損害保険業 事務所数割

従業者数割

少額短期保険業 事務所数割

従業者数割

          小        計

課税標準の特例による課税分

倉庫業

所 鉄道事業・軌道事業

得 銀行業 事務所数割

従業者数割

課

証券業 事務所数割

税 従業者数割

分 製造業 資本金１億円以上の法人

資本金１億円未満の法人
（

外 建設業 事務所数割

従業者数割

形

事務所数割

対 従業者数割

象 事務所数割

従業者数割

法

事務所数割

人 従業者数割

　　

を 不動産業 事務所数割

従業者数割

除

サービス業 事務所数割

く 従業者数割
）

事務所数割

従業者数割

          小        計

      合           計

卸売・小売業、
飲食店業

運輸・通信業

上記以外の事業

その他の金融・
保険業

本  県  本  店  分 他  県  本  店  分
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（ロ）業種別及び分割基準別に関する調

      区           分 事  業 収入金額又は 事業税額 事  業 収入金額又は 事業税額

法人数 年度数   所得金額 ① ② 法人数 年度数   所得金額 ③ ④

千円 千円 千円 千円

発電用固定資産割

電気供給業 総固定資産割

事務所数割

従業者数割

収

入 ガス供給業

金

額 生命保険業 事務所数割

課 従業者数割

税

分 損害保険業 事務所数割

従業者数割

少額短期保険業 事務所数割

従業者数割

          小        計

課税標準の特例による課税分

倉庫業

所 鉄道事業・軌道事業

得 銀行業 事務所数割

従業者数割

課

証券業 事務所数割

税 従業者数割

分 製造業 資本金１億円以上の法人

資本金１億円未満の法人
（

外 建設業 事務所数割

従業者数割

形

事務所数割

対 従業者数割

象 事務所数割

従業者数割

法

事務所数割

人 従業者数割

　　

を 不動産業 事務所数割

従業者数割

除

サービス業 事務所数割

く 従業者数割
）

事務所数割

従業者数割

          小        計

      合           計

卸売・小売業、
飲食店業

運輸・通信業

上記以外の事業

その他の金融・
保険業

本  県  本  店  分 他  県  本  店  分 県　内　法　人 合　　　　　計

収入金額又は 事業税額 事  業 収入金額又は 事業税額 収入金額又は 事業税額

所得金額 ①+③　⑤ ②+④　⑥ 法人数 年度数   所得金額 ⑦ ⑧ 所得金額 ⑤+⑦ ⑥+⑧

千円 千円 千円 千円 千円 千円

分割法人小計
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（ロ）業種別及び分割基準別に関する調（外形対象法人）

事  業 所得金額 付加価値額 資本金等の額 事業税額 事  業 所得金額 付加価値額 資本金等の額 事業税額

法人数 年度数  ① ② ③ ④ 法人数 年度数 ⑤ ⑥ ⑦ ⑧
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

倉庫業

鉄道事業・軌道事業

銀行業 事務所数割

従業者数割

証券業 事務所数割

従業者数割

製造業

建設業 事務所数割

従業者数割

運輸・通信業 事務所数割

従業者数割

卸売・小売業、 事務所数割

飲食店業 従業者数割

その他の金融・ 事務所数割
保険業 従業者数割

不動産業 事務所数割

従業者数割

サービス業 事務所数割

従業者数割

上記以外の事業 事務所数割

従業者数割

合 計

本  県  本  店  分 他　県　本　店　分

区           分

（ハ）所得階層別に関する調
欠損法人

事  業 事  業 事  業 事  業 事  業

年度数 年度数 所得金額 年度数 所得金額 年度数 所得金額 年度数 所得金額

事 千円 千円 千円 千円

業 分  軽減税率

年 割 適用法人 A

度 法

年 人   その他   B

二

回  県 内 法 人  

法

人    計(A+B+C)  

事

業 分  軽減税率

年 割 適用法人 E

度 法

年 人   その他   F

一

回  県 内 法 人  

法

人    計(E+F+G)  

合      計

区      分

年所得400万円以下 年所得400万円超　

　　　800万円以下

年所得800万円超　

　　1,000万円以下

年所得1,000万円超　

      5,000万円以下
事  業 事  業 事  業 事  業

年度数 所得金額 年度数 所得金額 年度数 所得金額 年度数 所得金額

千円 千円 千円 千円

年所得5,000万円超　

         １億円以下

年所得１億円超　

　　　10億円以下

年所得10億円超

合      計
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所得金額 付加価値額 資本金等の額 事業税額 事  業 所得金額 付加価値額 資本金等の額 事業税額 所得金額 付加価値額 資本金等の額 事業税額

 ①+⑤　⑨ ②+⑥　⑩ ③+⑦　⑪ ④+⑧　⑫ 法人数 年度数 ⑬ ⑭ ⑮ ⑯  ⑨+⑬　 ⑩+⑭ ⑪+⑮ ⑫+⑯
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

合　　　　　計小　　　　　計 県　内　法　人

（ハ）所得階層別に関する調
欠損法人

事  業 事  業 事  業 事  業 事  業

年度数 年度数 所得金額 年度数 所得金額 年度数 所得金額 年度数 所得金額

事 千円 千円 千円 千円

業 分  軽減税率

年 割 適用法人 A

度 法

年 人   その他   B

二

回  県 内 法 人  

法

人    計(A+B+C)  

事

業 分  軽減税率

年 割 適用法人 E

度 法

年 人   その他   F

一

回  県 内 法 人  

法

人    計(E+F+G)  

合      計

区      分

年所得400万円以下 年所得400万円超　

　　　800万円以下

年所得800万円超　

　　1,000万円以下

年所得1,000万円超　

      5,000万円以下
事  業 事  業 事  業 事  業

年度数 所得金額 年度数 所得金額 年度数 所得金額 年度数 所得金額

千円 千円 千円 千円

年所得5,000万円超　

         １億円以下

年所得１億円超　

　　　10億円以下

年所得10億円超

合      計
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（ニ）資本金別法人数に関する調

区   分

２の県に３以上の ２の県に３以上の 小 計 利益法人欠損法人 小 計
 資 本 金 別 ま た が 県にまた 計 ま た が県にまた 計 ①+② ④+⑤

る も の がるもの ① る も のがるもの ② ③ ④ ⑤ ⑥
  300万円未満
  300万円以上1,000万円未満

1,000万円
1,000万円超　5,000万円未満
5,000万円以上   １億円未満

   １億円
   １億円超     10億円未満
   10億円
   10億円超     50億円未満
   50億円
   50億円超    100億円未満
  100億円以上

合       計
（注）１．普通法人のみ（医療法人を除く）。２．分支を除く。

分       割       法       人 県  内  法  人

利  益  法  人 欠  損  法  人

利益法人欠損法人 計 不申告 休業中の清算中の所在不明
①+④ ②+⑤ ③+⑥ 法  人 法  人 法  人 法  人

合      計 そ    の    他

（ホ）資本金及び所得階層別に関する調

所得階層

 資本金別 法人数
うち連結申告

法人数 法人数 所得金額 法人数 所得金額 法人数 所得金額 法人数 所得金額
千円 千円 千円 千円

  300万円未満
  300万円以上1,000万円未満
1,000万円
1,000万円超　5,000万円未満
5,000万円以上   １億円未満
   １億円
   １億円超     10億円未満
   10億円
   10億円超     50億円未満
   50億円
   50億円超    100億円未満
  100億円以上

合       計
（注）１．普通法人のみ（医療法人を除く）。２．分支を除く。３．「税額」の欄は分支を含む。

 　　800万円以下  　1,000万円以下       5,000万円以下
年所得400万円超　 欠 損 法 人 年所得800万円超　 年所得1,000万円超  

年所得400万円以下

（ヘ）収入金額課税法人に関する調

区    分 法人数 事業年度数 収 入 金 額 所得金額 法人数 事業年度数 収 入 金 額 所得金額

千円 千円 千円 千円

電気供給業

ガス供給業

生命保険業

損害保険業

少額短期保険業

貿易保険業

合    計

分   割   法   人 県   内   法   人

     合      計 税  額
うち超過課

法人数 所得金額 法人数 所得金額 法人数 所得金額 法人数
うち連結申告

法人数 所得金額 うち連結分 うち連結分 税相当額  
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

         １億円以下       10億円以下 年所得10億円超
年所得5,000万円超  年所得１億円超  

法人数 事業年度数 収 入 金 額 所得金額

千円 千円

計
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利益法人欠損法人 計 不申告 休業中の清算中の所在不明
①+④ ②+⑤ ③+⑥ 法  人 法  人 法  人 法  人

合      計 そ    の    他

     合      計 税  額
うち超過課

法人数 所得金額 法人数 所得金額 法人数 所得金額 法人数
うち連結申告

法人数 所得金額 うち連結分 うち連結分 税相当額  
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

         １億円以下       10億円以下 年所得10億円超
年所得5,000万円超  年所得１億円超  

法人数 事業年度数 収 入 金 額 所得金額

千円 千円

計
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（３）非課税事業に関する調

区    分 事  業 備    考
法人数 年度数 所得金額 人  員 所得金額

千円 千円
林          業
鉱物の掘採事業
農          業

計

法        人 個     人
（１）調定額に関する調

前年度２、３月調定額調 定 額 合 計 左のうち当年度

２、３月調定額

千円 千円 千円

（２）清算金収入額、清算金支出額等に関する調（２）清算金収入額、清算金支出額等に関する調

Ⅰ期収入・支出額等Ⅱ期収入・支出額等Ⅲ期収入・支出額等Ⅳ期収入・支出額等 収入・支出額等合計

千円 千円 千円 千円 千円

清　算　対　象　額

一 般 財 源

社 会 保 障 財 源

清算金収入額　(a)

一 般 財 源

社 会 保 障 財 源

清算金支出額  (d)

一 般 財 源

社 会 保 障 財 源

差　　引  (a)-(d)

一 般 財 源

社会保障財源

地方消費税交付金額

一 般 財 源

社 会 保 障 財 源

区　　分

譲　渡　割

貨　物　割

合　　　計

区　　分

３　地方消費税に関する調
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（３）非課税事業に関する調

区    分 事  業 備    考
法人数 年度数 所得金額 人  員 所得金額

千円 千円
林          業
鉱物の掘採事業
農          業

計

法        人 個     人
（１）調定額に関する調

前年度２、３月調定額調 定 額 合 計 左のうち当年度

２、３月調定額

千円 千円 千円

（２）清算金収入額、清算金支出額等に関する調（２）清算金収入額、清算金支出額等に関する調

Ⅰ期収入・支出額等Ⅱ期収入・支出額等Ⅲ期収入・支出額等Ⅳ期収入・支出額等 収入・支出額等合計

千円 千円 千円 千円 千円

清　算　対　象　額

一 般 財 源

社 会 保 障 財 源

清算金収入額　(a)

一 般 財 源

社 会 保 障 財 源

清算金支出額  (d)

一 般 財 源

社 会 保 障 財 源

差　　引  (a)-(d)

一 般 財 源

社会保障財源

地方消費税交付金額

一 般 財 源

社 会 保 障 財 源

区　　分

譲　渡　割

貨　物　割

合　　　計

区　　分

３　地方消費税に関する調
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（１）家屋に関する調

① ② ③

１㎡
件数 面 積 価  格 件 数 面  積 価  格 件 数 面  積 価　格 当たり

（イ） 評価額
㎡ 千円 ㎡ 千円 ㎡ 千円 円

建
住宅部分

木 築 非住宅部分

小計
分

承
住宅部分

継 非住宅部分

小計
造 分

建
住宅部分

築 非住宅部分

小計
分

承
住宅部分

継 非住宅部分

小計
分

合    計 合    計

小  計

 計  A

専用住宅

併用
住宅

そ の 他

 計  B

小  計

専用住宅

併用
住宅

そ の 他

そ の 他
小  計

小  計

区  分

専用住宅

併用
住宅

そ の 他

法第73条の3から第73条の7まで及び法附則第
10条並びに①,②に該当する以外のもの

専用住宅

併用
住宅

４　不動産取得税に関する調

非

木

造

価格の全額が法第73条の15の2に規
定する免税点に満たないもの

法第73条の14第1項（法附則第11条
第10項及び第13項による読替えを
含む。）から第3項まで及び第5項
に該当するものでその価格の全額
がこれらの規定に規定する金額以
下のもの

④ ⑤ ⑥ ⑦
  件  数
適 用 全額控 適 用 全額控 控 除 額 件 数 控 除 額 件数 面 積 価 格
件 数 除のも 件 数 除のも

の(ロ) の(ハ) (ニ)
千円 千円 千円 ㎡ 千円

建
住宅部分

木 築 非住宅部分

小計
分

承
住宅部分

継 非住宅部分

小計
造 分

建
住宅部分

築 非住宅部分

小計
分

承
住宅部分

継 非住宅部分

小計
分

合    計 合    計

専用住宅

併用
住宅

小  計

 計  B

そ の 他
小  計

区  分

専用住宅

併用
住宅

 計  A

そ の 他
小  計

そ の 他

専用住宅

併用
住宅

そ の 他
小  計

控  除  額

専用住宅

併用
住宅

控 除 額

件  数

法第 条の 第 項から第 項
まで及び第 項並びに法附則
第 条等の課税標準の特例
（法附則第 条第 項及び第

項を除く。）に該当するも
の（②⑤に該当するものを除
く。）

課税標準の特例を適用した後の額
が法第73条の15の2に規定する免税
点に満たないもの

非

木

造

④+⑤

法第73条の14第1項（法附則
第11条第10項及び第13項によ
る読替えを含む。）から第3
項まで及び第5項に該当する
もの（②に該当するものを除
く。）

控  除  額

計

⑧ ⑨ ⑩ ⑪

件数 価  格 住宅以外の 件数 金  額 件数 金  額
(ｲ)-(ﾛ) ③-⑥-⑦ 住宅部分 部分 ⑨-⑩-⑪
-(ﾊ)-(ﾆ)

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
建

住宅部分
木 築 非住宅部分

小計
分

承
住宅部分

継 非住宅部分

小計
造 分

建
住宅部分

築 非住宅部分

小計
分

承
住宅部分

継 非住宅部分

小計
分

合    計

専用住宅

小  計

 計  B

そ の 他

区  分

小  計

専用住宅

併用
住宅

併用
住宅

そ の 他

専用住宅

併用
住宅

そ の 他
小  計

専用住宅

併用
住宅

そ の 他
小  計

 計  A

減免等され
る前の税額

法第73条の31の規
定、他法の規定に
よる減免等したも
の

調 定 額

左  の  内  訳

   課    税    標    準

法第73条の2第6項、
法第73条の27の2か
ら法第73条の27の5
まで及び法附則第11
条の4の規定により
減免等をしたもの

非

木

造
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（１）家屋に関する調

① ② ③

１㎡
件数 面 積 価  格 件 数 面  積 価  格 件 数 面  積 価　格 当たり

（イ） 評価額
㎡ 千円 ㎡ 千円 ㎡ 千円 円

建
住宅部分

木 築 非住宅部分

小計
分

承
住宅部分

継 非住宅部分

小計
造 分

建
住宅部分

築 非住宅部分

小計
分

承
住宅部分

継 非住宅部分

小計
分

合    計 合    計

小  計

 計  A

専用住宅

併用
住宅

そ の 他

 計  B

小  計

専用住宅

併用
住宅

そ の 他

そ の 他
小  計

小  計

区  分

専用住宅

併用
住宅

そ の 他

法第73条の3から第73条の7まで及び法附則第
10条並びに①,②に該当する以外のもの

専用住宅

併用
住宅

４　不動産取得税に関する調

非

木

造

価格の全額が法第73条の15の2に規
定する免税点に満たないもの

法第73条の14第1項（法附則第11条
第10項及び第13項による読替えを
含む。）から第3項まで及び第5項
に該当するものでその価格の全額
がこれらの規定に規定する金額以
下のもの

④ ⑤ ⑥ ⑦
  件  数
適 用 全額控 適 用 全額控 控 除 額 件 数 控 除 額 件数 面 積 価 格
件 数 除のも 件 数 除のも

の(ロ) の(ハ) (ニ)
千円 千円 千円 ㎡ 千円

建
住宅部分

木 築 非住宅部分

小計
分

承
住宅部分

継 非住宅部分

小計
造 分

建
住宅部分

築 非住宅部分

小計
分

承
住宅部分

継 非住宅部分

小計
分

合    計 合    計

専用住宅

併用
住宅

小  計

 計  B

そ の 他
小  計

区  分

専用住宅

併用
住宅

 計  A

そ の 他
小  計

そ の 他

専用住宅

併用
住宅

そ の 他
小  計

控  除  額

専用住宅

併用
住宅

控 除 額

件  数

法第 条の 第 項から第 項
まで及び第 項並びに法附則
第 条等の課税標準の特例
（法附則第 条第 項及び第

項を除く。）に該当するも
の（②⑤に該当するものを除
く。）

課税標準の特例を適用した後の額
が法第73条の15の2に規定する免税
点に満たないもの

非

木

造

④+⑤

法第73条の14第1項（法附則
第11条第10項及び第13項によ
る読替えを含む。）から第3
項まで及び第5項に該当する
もの（②に該当するものを除
く。）

控  除  額

計

⑧ ⑨ ⑩ ⑪

件数 価  格 住宅以外の 件数 金  額 件数 金  額
(ｲ)-(ﾛ) ③-⑥-⑦ 住宅部分 部分 ⑨-⑩-⑪
-(ﾊ)-(ﾆ)

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
建

住宅部分
木 築 非住宅部分

小計
分

承
住宅部分

継 非住宅部分

小計
造 分

建
住宅部分

築 非住宅部分

小計
分

承
住宅部分

継 非住宅部分

小計
分

合    計

専用住宅

小  計

 計  B

そ の 他

区  分

小  計

専用住宅

併用
住宅

併用
住宅

そ の 他

専用住宅

併用
住宅

そ の 他
小  計

専用住宅

併用
住宅

そ の 他
小  計

 計  A

減免等され
る前の税額

法第73条の31の規
定、他法の規定に
よる減免等したも
の

調 定 額

左  の  内  訳

   課    税    標    準

法第73条の2第6項、
法第73条の27の2か
ら法第73条の27の5
まで及び法附則第11
条の4の規定により
減免等をしたもの

非

木

造
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（２）家屋の価格段階別に関する調

  12万円未満   12万円以上   18万円以上   23万円以上   30万円を超え     50万円を超え

 区  分   のもの   18万円未満の   23万円未満の   30万円以下の   50万円以下の    350万円以下の

①  もの ②  もの ③  もの ④  もの ⑤    もの ⑥

件数 価格 件数 価格 件数 価格 件数 価格 件数 価格 件数 価格

千円 千円 千円 千円 千円 千円

専用住宅

木 併用住宅

そ の 他

専用住宅

併用住宅

造 そ の 他

小  計

非 専用住宅

併用住宅

そ の 他

木

専用住宅

併用住宅

造 そ の 他

小  計

合    計

   350万円を超え    420万円を超え     450万円を超え   1,000万円を超え   1,100万円を超え   1,200万円を超え

 区  分    420万円以下の    450万円以下の   1,000万円以下の   1,100万円以下の   1,200万円以下の   1,300万円以下の

   もの        ⑦    もの        ⑧   もの ⑨   もの ⑩   もの ⑪   もの ⑫

件数 価格 件数 価格 件数 価格 件数 価格 件数 価格 件数 価格

千円 千円 千円 千円 千円 千円

専用住宅

併用住宅

そ の 他

専用住宅

併用住宅

造 そ の 他

小  計

非 専用住宅

併用住宅

そ の 他

木

専用住宅

併用住宅

造 そ の 他

小  計

合    計

建
築
分

承
継
分

建
築
分

承
継
分

建
築
分

承
継
分

建
築
分

承
継
分

木

  1,300万円を超え   1,400万円を超え   1,500万円を超え   1,600万円を超え   1,700万円を超え   1,800万円を超え

 区  分   1,400万円以下の   1,500万円以下の   1,600万円以下の   1,700万円以下の   1,800万円以下の   1,900万円以下の

  もの ⑬   もの ⑭   もの ⑮   もの ⑯   もの ⑰   もの ⑱

件数 価格 件数 価格 件数 価格 件数 価格 件数 価格 件数 価格

千円 千円 千円 千円 千円 千円

専用住宅

木 併用住宅

そ の 他

専用住宅

併用住宅

造 そ の 他

小  計

非 専用住宅

併用住宅

そ の 他

木

専用住宅

併用住宅

造 そ の 他

小  計

合    計

  1,900万円を超え     2,000万円を

 区  分   2,000万円以下の     超えるもの       合    計

  もの ⑲ ⑳ ㉑

件数 価格 件数 価格 件数 価格

千円 千円 千円

専用住宅

併用住宅

そ の 他

専用住宅

併用住宅

造 そ の 他

小  計

非 専用住宅

併用住宅

そ の 他

木

専用住宅

併用住宅

造 そ の 他

小  計

合    計

建
築
分

承
継
分

建
築
分

承
継
分

建
築
分

承
継
分

建
築
分

承
継
分

木
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（２）家屋の価格段階別に関する調

  12万円未満   12万円以上   18万円以上   23万円以上   30万円を超え     50万円を超え

 区  分   のもの   18万円未満の   23万円未満の   30万円以下の   50万円以下の    350万円以下の

①  もの ②  もの ③  もの ④  もの ⑤    もの ⑥

件数 価格 件数 価格 件数 価格 件数 価格 件数 価格 件数 価格

千円 千円 千円 千円 千円 千円

専用住宅

木 併用住宅

そ の 他

専用住宅

併用住宅

造 そ の 他

小  計

非 専用住宅

併用住宅

そ の 他

木

専用住宅

併用住宅

造 そ の 他

小  計

合    計

   350万円を超え    420万円を超え     450万円を超え   1,000万円を超え   1,100万円を超え   1,200万円を超え

 区  分    420万円以下の    450万円以下の   1,000万円以下の   1,100万円以下の   1,200万円以下の   1,300万円以下の

   もの        ⑦    もの        ⑧   もの ⑨   もの ⑩   もの ⑪   もの ⑫

件数 価格 件数 価格 件数 価格 件数 価格 件数 価格 件数 価格

千円 千円 千円 千円 千円 千円

専用住宅

併用住宅

そ の 他

専用住宅

併用住宅

造 そ の 他

小  計

非 専用住宅

併用住宅

そ の 他

木

専用住宅

併用住宅

造 そ の 他

小  計

合    計

建
築
分

承
継
分

建
築
分

承
継
分

建
築
分

承
継
分

建
築
分

承
継
分

木

  1,300万円を超え   1,400万円を超え   1,500万円を超え   1,600万円を超え   1,700万円を超え   1,800万円を超え

 区  分   1,400万円以下の   1,500万円以下の   1,600万円以下の   1,700万円以下の   1,800万円以下の   1,900万円以下の

  もの ⑬   もの ⑭   もの ⑮   もの ⑯   もの ⑰   もの ⑱

件数 価格 件数 価格 件数 価格 件数 価格 件数 価格 件数 価格

千円 千円 千円 千円 千円 千円

専用住宅

木 併用住宅

そ の 他

専用住宅

併用住宅

造 そ の 他

小  計

非 専用住宅

併用住宅

そ の 他

木

専用住宅

併用住宅

造 そ の 他

小  計

合    計

  1,900万円を超え     2,000万円を

 区  分   2,000万円以下の     超えるもの       合    計

  もの ⑲ ⑳ ㉑

件数 価格 件数 価格 件数 価格

千円 千円 千円

専用住宅

併用住宅

そ の 他

専用住宅

併用住宅

造 そ の 他

小  計

非 専用住宅

併用住宅

そ の 他

木

専用住宅

併用住宅

造 そ の 他

小  計

合    計

建
築
分

承
継
分

建
築
分

承
継
分

建
築
分

承
継
分

建
築
分

承
継
分

木
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（３）土地に関する調　　　　　　　　　　

① ※ ② ※ ③ ※
特例適用 特例適用 特例適用

件数 面積 価格 前の価格 件数 面積 価格 前の価格 件数 面積 価格 前の価格
㎡ 千円 千円 ㎡ 千円 千円 ㎡ 千円 千円

住 宅 用 宅 地
上記以外の宅地
農          地
山          林
そ    の    他

計

（注）価格欄の記入について
①②③････法附則第11条の5第1項の適用により課税標準とされる額である。
※　　････法附則第11条の5第1項の適用前の額（固定資産税評価額）である。

法第73条の3から第73条の7まで及
び法附則第10条並びに①②に該当
する以外のもの

区    分

価額の全額が法第73条の15の
2に規定する免税点に満たな
いもの

法第 条の 第 項から
第 項まで並びに法附則
第 条等の課税標準の特
例に該当し、全額控除さ
れたもの

課税標準額

③-④-⑤

⑤ ⑥ ⑦ ⑧

件数 控除額 件数 面積 価格 件数 減額した額
千円 ㎡ 千円 千円 千円 千円

住 宅 用 宅 地
上記以外の宅地
農          地
山          林
そ    の    他

計

課税標準の特例を適用した後の額が
法第73条の15の2に規定する免税点に
満たないもの

減免等される
前の税額

法第73条の24の規定の適
用により全額減額される
もの

区    分

④

法第73条の14第6項から
第10項まで並びに法附則
第11条等の課税標準の特
例に該当したもので②以
外のもの

調定額

⑦-⑧-⑨-⑩-⑪

⑨ ⑩ ⑪

件数 減額した額 件数 徴収猶予額 件数 件数 減額等した額

千円 千円 千円 千円 千円
住 宅 用 宅 地
上記以外の宅地
農          地
山          林
そ    の    他

計

⑦のうち、法第73
条の25の規定の適
用により徴収猶予
をしているもの

区    分

法第73条の24の規
定に該当したもの
で⑧以外のもの

減額、納税義務
の免除をした額

法第73条の31､他法
の規定により減免
等をしたもの

法第73条の27の2か
ら法第73条の27の6
まで並びに法附則
第11条の4、第12条
の規定により減
額、納税義務の免
除をしたもの

（４）土地の価格段階別に関する調

  10万円未満の   10万円以上   13万円を超え     20万円を超え
 区  分   もの   13万円以下の   20万円以下の    150万円以下の

①   もの ②   もの ③    もの ④
件数 価  格 件数 価  格 件数 価  格 件数 価  格

千円 千円 千円 千円
住 宅 用 宅 地
上記以外の宅地
農          地
山          林
そ    の    他

計

  150万円を超え     200万円を超え     500万円を超え   1,000万円を超え
 区  分   200万円以下の     500万円以下の   1,000万円以下の   2,000万円以下の

  もの ⑤     もの ⑥   もの ⑦   もの ⑧
件数 価  格 件数 価  格 件数 価  格 件数 価  格

千円 千円 千円 千円
住 宅 用 宅 地
上記以外の宅地
農          地
山          林
そ    の    他

計

    2,000万円を       合    計
 区  分     超えるもの

⑨ ⑩
件数 価  格 件数 価  格

千円 千円
住 宅 用 宅 地
上記以外の宅地
農          地
山          林
そ    の    他

計

（注）価格については、法附則第11条の5第1項の適用により課税標準とされる額である。
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（３）土地に関する調　　　　　　　　　　

① ※ ② ※ ③ ※
特例適用 特例適用 特例適用

件数 面積 価格 前の価格 件数 面積 価格 前の価格 件数 面積 価格 前の価格
㎡ 千円 千円 ㎡ 千円 千円 ㎡ 千円 千円

住 宅 用 宅 地
上記以外の宅地
農          地
山          林
そ    の    他

計

（注）価格欄の記入について
①②③････法附則第11条の5第1項の適用により課税標準とされる額である。
※　　････法附則第11条の5第1項の適用前の額（固定資産税評価額）である。

法第73条の3から第73条の7まで及
び法附則第10条並びに①②に該当
する以外のもの

区    分

価額の全額が法第73条の15の
2に規定する免税点に満たな
いもの

法第 条の 第 項から
第 項まで並びに法附則
第 条等の課税標準の特
例に該当し、全額控除さ
れたもの

課税標準額

③-④-⑤

⑤ ⑥ ⑦ ⑧

件数 控除額 件数 面積 価格 件数 減額した額
千円 ㎡ 千円 千円 千円 千円

住 宅 用 宅 地
上記以外の宅地
農          地
山          林
そ    の    他

計

課税標準の特例を適用した後の額が
法第73条の15の2に規定する免税点に
満たないもの

減免等される
前の税額

法第73条の24の規定の適
用により全額減額される
もの

区    分

④

法第73条の14第6項から
第10項まで並びに法附則
第11条等の課税標準の特
例に該当したもので②以
外のもの

調定額

⑦-⑧-⑨-⑩-⑪

⑨ ⑩ ⑪

件数 減額した額 件数 徴収猶予額 件数 件数 減額等した額

千円 千円 千円 千円 千円
住 宅 用 宅 地
上記以外の宅地
農          地
山          林
そ    の    他

計

⑦のうち、法第73
条の25の規定の適
用により徴収猶予
をしているもの

区    分

法第73条の24の規
定に該当したもの
で⑧以外のもの

減額、納税義務
の免除をした額

法第73条の31､他法
の規定により減免
等をしたもの

法第73条の27の2か
ら法第73条の27の6
まで並びに法附則
第11条の4、第12条
の規定により減
額、納税義務の免
除をしたもの

（４）土地の価格段階別に関する調

  10万円未満の   10万円以上   13万円を超え     20万円を超え
 区  分   もの   13万円以下の   20万円以下の    150万円以下の

①   もの ②   もの ③    もの ④
件数 価  格 件数 価  格 件数 価  格 件数 価  格

千円 千円 千円 千円
住 宅 用 宅 地
上記以外の宅地
農          地
山          林
そ    の    他

計

  150万円を超え     200万円を超え     500万円を超え   1,000万円を超え
 区  分   200万円以下の     500万円以下の   1,000万円以下の   2,000万円以下の

  もの ⑤     もの ⑥   もの ⑦   もの ⑧
件数 価  格 件数 価  格 件数 価  格 件数 価  格

千円 千円 千円 千円
住 宅 用 宅 地
上記以外の宅地
農          地
山          林
そ    の    他

計

    2,000万円を       合    計
 区  分     超えるもの

⑨ ⑩
件数 価  格 件数 価  格

千円 千円
住 宅 用 宅 地
上記以外の宅地
農          地
山          林
そ    の    他

計

（注）価格については、法附則第11条の5第1項の適用により課税標準とされる額である。
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（５）課税標準の特例の適用状況に関する調

区  分

件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額
千円 千円 千円 千円

家 屋
建 築 分
承 継 分

小  計
土 地    

計

区  分

件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額
千円 千円 千円 千円

家 屋
建 築 分
承 継 分

小  計
土 地    

計

区  分

件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額
千円 千円 千円 千円

家 屋
建 築 分
承 継 分

小  計
土 地    

計

区  分

件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額
千円 千円 千円

家 屋
建 築 分
承 継 分

小  計
土 地    

計

法第73条の14第10項に
該当するもの

（防災街区整備事業）

法第73条の14第3項に
該当するもの

（耐震基準適合既存住宅
控除特例）

法第73条の14第5項に
該当するもの

（公営住宅等控除特例）

法第73条の14第11項に
該当するもの

（家庭的保育事業）

法第73条の14第8項第3号
に該当するもの

（防災街区整備法）

法第73条の14第8項第2号
に該当するもの

（都市再開発法）

法第73条の14第13項に
該当するもの

（事業所内保育事業）

法第73条の14第14項に
該当するもの

（認定生活困窮者就労訓
練事業）

法第73条の14第12項に
該当するもの

（居宅訪問型保育事業）

法第73条の14第6項に
該当するもの

（収用控除特例）

法第73条の14第9項
第1号に該当するもの
(農振地域(交換分合))

法第73条の14第9項
第2号に該当するもの
(農振地域(整備計画))

法第73条の14第7項に
該当するもの

（市街地再開発事業）

法第73条の14第8項第1号
に該当するもの

（土地区画整理法）

法第73条の14第１項（第2項を含み、
法附則第11条第9項及び第12項に該当
するものを除く。）に該当するもの

(1,200万円控除特例)
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区  分

件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額
千円 千円 千円 千円

家 屋
建 築 分
承 継 分

小  計
土 地    

計

区  分

件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額
千円 千円 千円 千円

家 屋
建 築 分
承 継 分

小  計
土 地    

計

区  分

件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額
千円 千円 千円 千円

家 屋
建 築 分
承 継 分

小  計
土 地    

計

区  分

件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額
千円 千円 千円 千円

家 屋
建 築 分
承 継 分

小  計
土 地    

計

法附則第11条第13項
第１号 イ

（不動産特定共同事業契約
：小規模、既存家屋）

法附則第11条第13項
第１号 ロ

（不動産特定共同事業契約
：小規模、既存家屋の敷地）

法附則第11条第13項
第２号　イ

（不動産特定共同事業契約
：特定家屋の敷地）

法附則第11条第13項
第２号　ロ

（不動産特定共同事業契約
：建替え家屋）

法附則第11条第9項
（認定長期優良住宅)

法附則第11条第10項
（重要無形文化財）

法附則第11条第11項
（農林漁業経営近代化

・合理化）

法附則第11条第12項
（サービス付き高齢者

向け賃貸住宅）

法附則第11条第3項
（特定目的会社）

法附則第11条第7項
（認定都市再生計画）

法附則第11条第8項
（ＰＦＩ〔国立大学〕）

法附則第11条第4項
（投資信託の引受け）

法附則第11条第1項
（農用地利用集積計画）

法附則第11条第2項
（高規格堤防）

法附則第11条第5項
（投資法人）

法附則第11条第6項
（ＰＦＩ〔公共施設

等〕）

（５）課税標準の特例の適用状況に関する調

区  分

件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額
千円 千円 千円 千円

家 屋
建 築 分
承 継 分

小  計
土 地    

計

区  分

件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額
千円 千円 千円 千円

家 屋
建 築 分
承 継 分

小  計
土 地    

計

区  分

件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額
千円 千円 千円 千円

家 屋
建 築 分
承 継 分

小  計
土 地    

計

区  分

件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額
千円 千円 千円

家 屋
建 築 分
承 継 分

小  計
土 地    

計

法第73条の14第10項に
該当するもの

（防災街区整備事業）

法第73条の14第3項に
該当するもの

（耐震基準適合既存住宅
控除特例）

法第73条の14第5項に
該当するもの

（公営住宅等控除特例）

法第73条の14第11項に
該当するもの

（家庭的保育事業）

法第73条の14第8項第3号
に該当するもの

（防災街区整備法）

法第73条の14第8項第2号
に該当するもの

（都市再開発法）

法第73条の14第13項に
該当するもの

（事業所内保育事業）

法第73条の14第14項に
該当するもの

（認定生活困窮者就労訓
練事業）

法第73条の14第12項に
該当するもの

（居宅訪問型保育事業）

法第73条の14第6項に
該当するもの

（収用控除特例）

法第73条の14第9項
第1号に該当するもの
(農振地域(交換分合))

法第73条の14第9項
第2号に該当するもの
(農振地域(整備計画))

法第73条の14第7項に
該当するもの

（市街地再開発事業）

法第73条の14第8項第1号
に該当するもの

（土地区画整理法）
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区  分

件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額
千円 千円 千円 千円

家 屋
建 築 分
承 継 分

小  計
土 地    

計

区  分

件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額
千円 千円 千円 千円

家 屋
建 築 分
承 継 分

小  計
土 地    

計

区  分

件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額
千円 千円 千円 千円

家 屋
建 築 分
承 継 分

小  計
土 地    

計

区  分

件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額
千円 千円 千円 千円

家 屋
建 築 分
承 継 分

小  計
土 地    

計

法附則第51条第6項
（東日本大震災に伴う原子力発
電所の事故による代替農用地）

法附則第51条の2第2項
（東日本大震災に伴う代替鉄道

施設の代替施設の敷地)

法附則第51条の2第3項
（津波被災区域で行う土

地改良事業)
合　　計

法附則第11条第14項
（健康サポート薬局）

法附則第11条の5第1項
（宅地評価土地）

法附則第51条第1項
（東日本大震災による代

替家屋）

法附則第51条第2項
（東日本大震災による代

替家屋の敷地）

法附則第51条第3項
（東日本大震災による代

替農用地）

法附則第51条第4項
（東日本大震災に伴う原子力発
電所の事故による代替家屋）

法附則第11条第13項
第２号　ハ

（不動産特定共同事業契約
：新築特定家屋）

法附則第11条第13項
第２号　ニ

（不動産特定共同事業契約
：増築等家屋）

法附則第11条第13項
第２号　ホ

（不動産特定共同事業契約
：増築等家屋の敷地）

法附則第51条第5項
（東日本大震災に伴う原子力発
電所の事故による代替家屋の敷

地）

廃止後もなおその効力を有
する課税標準の特例の規定

に該当するもの

その他課税標準の特例
の規定に該当するもの

（東日本大震災に伴う原子力発電
所の事故による代替家屋の敷地）
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区  分

件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額
千円 千円 千円 千円

家 屋
建 築 分
承 継 分

小  計
土 地    

計

区  分

件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額
千円 千円 千円 千円

家 屋
建 築 分
承 継 分

小  計
土 地    

計

区  分

件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額
千円 千円 千円 千円

家 屋
建 築 分
承 継 分

小  計
土 地    

計

区  分

件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額 件数 控除額
千円 千円 千円 千円

家 屋
建 築 分
承 継 分

小  計
土 地    

計

法附則第51条第6項
（東日本大震災に伴う原子力発
電所の事故による代替農用地）

法附則第51条の2第2項
（東日本大震災に伴う代替鉄道

施設の代替施設の敷地)

法附則第51条の2第3項
（津波被災区域で行う土

地改良事業)
合　　計

法附則第11条第14項
（健康サポート薬局）

法附則第11条の5第1項
（宅地評価土地）

法附則第51条第1項
（東日本大震災による代

替家屋）

法附則第51条第2項
（東日本大震災による代

替家屋の敷地）

法附則第51条第3項
（東日本大震災による代

替農用地）

法附則第51条第4項
（東日本大震災に伴う原子力発
電所の事故による代替家屋）

法附則第11条第13項
第２号　ハ

（不動産特定共同事業契約
：新築特定家屋）

法附則第11条第13項
第２号　ニ

（不動産特定共同事業契約
：増築等家屋）

法附則第11条第13項
第２号　ホ

（不動産特定共同事業契約
：増築等家屋の敷地）

法附則第51条第5項
（東日本大震災に伴う原子力発
電所の事故による代替家屋の敷

地）

廃止後もなおその効力を有
する課税標準の特例の規定

に該当するもの

その他課税標準の特例
の規定に該当するもの

（６）減額、納税義務の免除、徴収猶予の適用状況に関する調

区  分

件数 措置額 件数 措置額 件数 措置額 件数 措置額

千円 千円 千円 千円

家 屋

減額をしたもの

納税義務を免除したもの

徴収猶予をしたもの

土 地    

減額をしたもの

納税義務を免除したもの

徴収猶予をしたもの

合計

区  分

件数 措置額 件数 措置額 件数 措置額 件数 措置額

千円 千円 千円 千円

家 屋

減額をしたもの

納税義務を免除したもの

徴収猶予をしたもの

土 地    

減額をしたもの

納税義務を免除したもの

徴収猶予をしたもの

合計

区  分

件数 措置額 件数 措置額 件数 措置額 件数 措置額

千円 千円 千円 千円

家 屋

減額をしたもの

納税義務を免除したもの

徴収猶予をしたもの

土 地    

減額をしたもの

納税義務を免除したもの

徴収猶予をしたもの

合計

法第73条の27の4に
該当するもの

（譲渡担保財産）

法第73条の2第6項に
該当するもの

（附帯設備分減額）

法第73条の24第1項第1号(法
第73条の25、法第73条の27
を含む。)に該当するもの
（特例適用住宅用土地
（2年以内新築））

法第73条の24第1項第2号
に該当するもの

（特例適用住宅用土地
（1年前内新築））

法第73条の27の5第1項(第2
項を含む。)に該当するもの
（第2種市街地再開発事業）

法第73条の27の6に
該当するもの

（農地保有合理化法人）

法第73条の27の7に
該当するもの
（土地改良区）

法第73条の27の3に該当
するもの

（被収用不動産の
代替不動産）

法第73条の24第2項第1号(法第73条
の25、法第73条の27

を含む。)に該当するもの
（特例適用耐震基準適合既存住宅

用土地（1年以内））

法第73条の24第2項第2号
に該当するもの

（特例適用耐震基準適合既
存住宅用土地（1年前内））

法第73条の27の2に該当
するもの

（耐震基準不適合住宅）

法第73条の24第1項第3号
に該当するもの

（特例適用住宅用土地
（新築1年以内））
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区  分

件数 措置額 件数 措置額 件数 措置額 件数 措置額

千円 千円 千円 千円

家 屋

減額をしたもの

納税義務を免除したもの

徴収猶予をしたもの

土 地    

減額をしたもの

納税義務を免除したもの

徴収猶予をしたもの

合計

区  分

件数 措置額 件数 措置額 件数 措置額

千円 千円 千円

家 屋

減額をしたもの

納税義務を免除したもの

徴収猶予をしたもの

土 地    

減額をしたもの

納税義務を免除したもの

徴収猶予をしたもの

合計

法附則第11条の4第3項に
該当するもの

(サービス付き高齢者
向け賃貸住宅）

法附則第11条の4第1項
(第2項を含む。)に

該当するもの
（心身障害者多数

雇用事業所）

その他減免等の規定
に該当するもの

法附則第12条第１項(第
3項を含む。)
に該当するもの

廃止後もなおその効力
を有する減免等の規定

に該当するもの 合　　計

法附則第11条の4第4項に
該当するもの

(買取再販事業）
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区  分

件数 措置額 件数 措置額 件数 措置額 件数 措置額

千円 千円 千円 千円

家 屋

減額をしたもの

納税義務を免除したもの

徴収猶予をしたもの

土 地    

減額をしたもの

納税義務を免除したもの

徴収猶予をしたもの

合計

区  分

件数 措置額 件数 措置額 件数 措置額

千円 千円 千円

家 屋

減額をしたもの

納税義務を免除したもの

徴収猶予をしたもの

土 地    

減額をしたもの

納税義務を免除したもの

徴収猶予をしたもの

合計

法附則第11条の4第3項に
該当するもの

(サービス付き高齢者
向け賃貸住宅）

法附則第11条の4第1項
(第2項を含む。)に

該当するもの
（心身障害者多数

雇用事業所）

その他減免等の規定
に該当するもの

法附則第12条第１項(第
3項を含む。)

に該当するもの

廃止後もなおその効力
を有する減免等の規定

に該当するもの 合　　計

法附則第11条の4第4項に
該当するもの

(買取再販事業）

 区    分 税    率
施設
数

利用人員
①

法第75条の
2第1号に
該当する者

②

法第75条の2
第2号に該当

する者
③

法第75条の
2第3号に
該当する者

④

法第75条の
3第1号に
該当する者

⑤

法第75条の
3第2号に
該当する者

⑥ 備考
人 人 人 人 人 人 人 千円

 1,200円
1,100円以上1,200円未満

１８ホールを 1,000円以上1,100円未満
超えるもの   800円超  1,000円未満

   800円
  600円以上  800円未満

ゴ   400円以上  600円未満
              400円未満

小    計

 1,200円
1,100円以上1,200円未満

ル 1,000円以上1,100円未満
１８ホール   800円超  1,000円未満

   800円
  600円以上  800円未満
  400円以上  600円未満

              400円未満
小    計

フ
１８ホール    500円以上

未満   400円以上  500円未満
 ９ホールを   300円以上  400円未満
超えるもの               300円未満

小    計
場

   500円以上
 ９ホール   400円以上  500円未満

  300円以上  400円未満
              300円未満

小    計

    計

非課税利用人員
差引利用人員
①-(②+③+④

+⑤+⑥)

調定額

５　ゴルフ場利用税に関する調
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賦課期日 賦課期日 ②のう ②のうち 差引課税 ⑤のう ⑤のう ⑤のう ⑤のう 賦課期日 ⑩の ⑩の 年度末現在 年度末現在年度末現在 ⑮のうち 年度末現在 ⑰のう ⑰のう 年度末現在 ⑤のうち ⑩のうち ⑤のうち ⑩のうち
現在登録 現在台数 ち非課 課税免除 台    数 ち合衆 ち積雪 ちメタ ち天然 現    在 うち うち 登録台数 非課税台数 課税免除 身体障害 課税台数 ちメタ ち天然 調  定  額 重課に係 ㉑に係る 軽課に係 ㉓に係る
台    数 税台数 台数 国軍隊 による ノール ガスを 調 定 額 ⑥に ⑦に 台    数 者に係る ノール ガスを るものの 調定額 るものの 調定額

の構成 軽減税 を動力 動力源 係る 係る もの    を動力 動力源 台数    台数    
区         分 ②-③-④ 員等分 率の適 源とす とする 調定額 調定額 源とす とする

用を受 る自動 もの るもの もの
けたも 車の台
の    数

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲ ⑳ ㉑ ㉒ ㉓ ㉔
千円 千円 千円 千円 千円 千円

 1,000cc以下
 1,000cc超  1,500cc以下

営  1,500cc超  2,000cc以下
 2,000cc超  2,500cc以下
 2,500cc超  3,000cc以下

業  3,000cc超  3,500cc以下
乗  3,500cc超  4,000cc以下

 4,000cc超  4,500cc以下
用  4,500cc超  6,000cc以下

 6,000cc超
 電  気  自  動  車

           小    計
用

 1,000cc以下
 1,000cc超  1,500cc以下

自  1,500cc超  2,000cc以下
 2,000cc超  2,500cc以下
 2,500cc超  3,000cc以下

車 家  3,000cc超  3,500cc以下
 3,500cc超  4,000cc以下
 4,000cc超  4,500cc以下

用  4,500cc超  6,000cc以下
 6,000cc超
 電  気  自  動  車

           小    計

                 計            (A)

１トン以下
営 １トン超 ２トン以下

２トン超 ３トン以下
ト ３トン超 ４トン以下

ト 業 ４トン超 ５トン以下
レ ５トン超 ６トン以下
｜ ６トン超 ７トン以下

ラ ラ 用 ７トン超 ８トン以下
｜ ８トン超 10トン以下
・ 10トン超 12トン以下
準 12トン超

ッ 乗
用 １トン以下
車 自 １トン超 ２トン以下
・ ２トン超 ３トン以下

ク 三 ３トン超 ４トン以下
輪 家 ４トン超 ５トン以下
車 ５トン超 ６トン以下
以 ６トン超 ７トン以下
外 用 ７トン超 ８トン以下

８トン超 10トン以下
10トン超 12トン以下
12トン超

           小    計

６　自動車税に関する調
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賦課期日 賦課期日 ②のう ②のうち 差引課税 ⑤のう ⑤のう ⑤のう ⑤のう 賦課期日 ⑩の ⑩の 年度末現在 年度末現在年度末現在 ⑮のうち 年度末現在 ⑰のう ⑰のう 年度末現在 ⑤のうち ⑩のうち ⑤のうち ⑩のうち
現在登録 現在台数 ち非課 課税免除 台    数 ち合衆 ち積雪 ちメタ ち天然 現    在 うち うち 登録台数 非課税台数 課税免除 身体障害 課税台数 ちメタ ち天然 調  定  額 重課に係 ㉑に係る 軽課に係 ㉓に係る
台    数 税台数 台数 国軍隊 による ノール ガスを 調 定 額 ⑥に ⑦に 台    数 者に係る ノール ガスを るものの 調定額 るものの 調定額

の構成 軽減税 を動力 動力源 係る 係る もの    を動力 動力源 台数    台数    
区         分 ②-③-④ 員等分 率の適 源とす とする 調定額 調定額 源とす とする

用を受 る自動 もの るもの もの
けたも 車の台
の    数

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲ ⑳ ㉑ ㉒ ㉓ ㉔
千円 千円 千円 千円 千円 千円

 1,000cc以下
 1,000cc超  1,500cc以下

営  1,500cc超  2,000cc以下
 2,000cc超  2,500cc以下
 2,500cc超  3,000cc以下

業  3,000cc超  3,500cc以下
乗  3,500cc超  4,000cc以下

 4,000cc超  4,500cc以下
用  4,500cc超  6,000cc以下

 6,000cc超
 電  気  自  動  車

           小    計
用

 1,000cc以下
 1,000cc超  1,500cc以下

自  1,500cc超  2,000cc以下
 2,000cc超  2,500cc以下
 2,500cc超  3,000cc以下

車 家  3,000cc超  3,500cc以下
 3,500cc超  4,000cc以下
 4,000cc超  4,500cc以下

用  4,500cc超  6,000cc以下
 6,000cc超
 電  気  自  動  車

           小    計

                 計            (A)

１トン以下
営 １トン超 ２トン以下

２トン超 ３トン以下
ト ３トン超 ４トン以下

ト 業 ４トン超 ５トン以下
レ ５トン超 ６トン以下
｜ ６トン超 ７トン以下

ラ ラ 用 ７トン超 ８トン以下
｜ ８トン超 10トン以下
・ 10トン超 12トン以下
準 12トン超

ッ 乗
用 １トン以下
車 自 １トン超 ２トン以下
・ ２トン超 ３トン以下

ク 三 ３トン超 ４トン以下
輪 家 ４トン超 ５トン以下
車 ５トン超 ６トン以下
以 ６トン超 ７トン以下
外 用 ７トン超 ８トン以下

８トン超 10トン以下
10トン超 12トン以下
12トン超

           小    計

６　自動車税に関する調
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賦課期日 賦課期日 ②のう ②のうち 差引課税 ⑤のう ⑤のう ⑤のう ⑤のう 賦課期日 ⑩の ⑩の 年度末現在 年度末現在年度末現在 ⑮のうち 年度末現在 ⑰のう ⑰のう 年度末現在 ⑤のうち ⑩のうち ⑤のうち ⑩のうち
現在登録 現在台数 ち非課 課税免除 台    数 ち合衆 ち積雪 ちメタ ち天然 現    在 うち うち 登録台数 非課税台数 課税免除 身体障害 課税台数 ちメタ ち天然 調  定  額 重課に係 ㉑に係る 軽課に係 ㉓に係る
台    数 税台数 台数 国軍隊 による ノール ガスを 調 定 額 ⑥に ⑦に 台    数 者に係る ノール ガスを るものの 調定額 るものの 調定額

の構成 軽減税 を動力 動力源 係る 係る もの    を動力 動力源 台数    台数    
区         分 ②-③-④ 員等分 率の適 源とす とする 調定額 調定額 源とす とする

用を受 る自動 もの るもの もの
けたも 車の台
の    数

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲ ⑳ ㉑ ㉒ ㉓ ㉔
営 千円 千円 千円 千円 千円 千円

け 業 小   型   車
ト ん 用 普   通   車

引 自
レ 車 家 小   型   車

用 普   通   車
｜ 被 営

け 業 小   型   車
ラ ん 用 普   通   車

引 自
｜ 車 家 小   型   車

用 普   通   車

           小    計

営  1,000㏄以下
１ 業  1,000㏄超 1,500㏄以下
ト 用  1,500㏄超

ト 準 ン  電 気 自 動 車
以
下 自  1,000㏄以下

家  1,000㏄超 1,500㏄以下
乗 用  1,500㏄超

ラ  電 気 自 動 車

営  1,000㏄以下
用 業  1,000㏄超 1,500㏄以下

ッ １ 用  1,500㏄超
ト  電 気 自 動 車
ン

車 超 自  1,000㏄以下
家  1,000㏄超 1,500㏄以下

ク 用  1,500㏄超
 電 気 自 動 車

           小    計
三
輪
車

                 計            (B)

 営    業    用
 自    家    用
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賦課期日 賦課期日 ②のう ②のうち 差引課税 ⑤のう ⑤のう ⑤のう ⑤のう 賦課期日 ⑩の ⑩の 年度末現在 年度末現在年度末現在 ⑮のうち 年度末現在 ⑰のう ⑰のう 年度末現在 ⑤のうち ⑩のうち ⑤のうち ⑩のうち
現在登録 現在台数 ち非課 課税免除 台    数 ち合衆 ち積雪 ちメタ ち天然 現    在 うち うち 登録台数 非課税台数 課税免除 身体障害 課税台数 ちメタ ち天然 調  定  額 重課に係 ㉑に係る 軽課に係 ㉓に係る
台    数 税台数 台数 国軍隊 による ノール ガスを 調 定 額 ⑥に ⑦に 台    数 者に係る ノール ガスを るものの 調定額 るものの 調定額

の構成 軽減税 を動力 動力源 係る 係る もの    を動力 動力源 台数    台数    
区         分 ②-③-④ 員等分 率の適 源とす とする 調定額 調定額 源とす とする

用を受 る自動 もの るもの もの
けたも 車の台
の    数

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲ ⑳ ㉑ ㉒ ㉓ ㉔
営 千円 千円 千円 千円 千円 千円

け 業 小   型   車
ト ん 用 普   通   車

引 自
レ 車 家 小   型   車

用 普   通   車
｜ 被 営

け 業 小   型   車
ラ ん 用 普   通   車

引 自
｜ 車 家 小   型   車

用 普   通   車

           小    計

営  1,000㏄以下
１ 業  1,000㏄超 1,500㏄以下
ト 用  1,500㏄超

ト 準 ン  電 気 自 動 車
以
下 自  1,000㏄以下

家  1,000㏄超 1,500㏄以下
乗 用  1,500㏄超

ラ  電 気 自 動 車

営  1,000㏄以下
用 業  1,000㏄超 1,500㏄以下

ッ １ 用  1,500㏄超
ト  電 気 自 動 車
ン

車 超 自  1,000㏄以下
家  1,000㏄超 1,500㏄以下

ク 用  1,500㏄超
 電 気 自 動 車

           小    計
三
輪
車

                 計            (B)

 営    業    用
 自    家    用

123第５　課税状況



賦課期日 賦課期日 ②のう ②のうち 差引課税 ⑤のう ⑤のう ⑤のう ⑤のう 賦課期日 ⑩の ⑩の 年度末現在 年度末現在年度末現在 ⑮のうち 年度末現在 ⑰のう ⑰のう 年度末現在 ⑤のうち ⑩のうち ⑤のうち ⑩のうち
現在登録 現在台数 ち非課 課税免除 台    数 ち合衆 ち積雪 ちメタ ち天然 現    在 うち うち 登録台数 非課税台数 課税免除 身体障害 課税台数 ちメタ ち天然 調  定  額 重課に係 ㉑に係る 軽課に係 ㉓に係る
台    数 税台数 台数 国軍隊 による ノール ガスを 調 定 額 ⑥に ⑦に 台    数 者に係る ノール ガスを るものの 調定額 るものの 調定額

の構成 軽減税 を動力 動力源 係る 係る もの    を動力 動力源 台数    台数    
区         分 ②-③-④ 員等分 率の適 源とす とする 調定額 調定額 源とす とする

用を受 る自動 もの るもの もの
けたも 車の台
の    数

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲ ⑳ ㉑ ㉒ ㉓ ㉔
千円 千円 千円 千円 千円 千円

 ３０人以下
バ 一  ３０人超  ４０人以下

般  ４０人超  ５０人以下
乗  ５０人超  ６０人以下
合  ６０人超  ７０人以下

ス 用  ７０人超  ８０人以下
 ８０人超

           小    計
千円 千円 千円 千円

 ３０人以下
そ  ３０人超  ４０人以下

 ４０人超  ５０人以下
バ の  ５０人超  ６０人以下

 ６０人超  ７０人以下
他  ７０人超  ８０人以下

 ８０人超
           小    計

 ３０人以下
ス 自  ３０人超  ４０人以下

 ４０人超  ５０人以下
家  ５０人超  ６０人以下

 ６０人超  ７０人以下
用  ７０人超  ８０人以下

 ８０人超
 ト  レ  ―  ラ  ―

           小    計

                 計            (C)
特
種 営     業     用
用
途 自     家     用
車

                 計            (D)

  合    計     (A)+(B)+(C)+(D)
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賦課期日 賦課期日 ②のう ②のうち 差引課税 ⑤のう ⑤のう ⑤のう ⑤のう 賦課期日 ⑩の ⑩の 年度末現在 年度末現在年度末現在 ⑮のうち 年度末現在 ⑰のう ⑰のう 年度末現在 ⑤のうち ⑩のうち ⑤のうち ⑩のうち
現在登録 現在台数 ち非課 課税免除 台    数 ち合衆 ち積雪 ちメタ ち天然 現    在 うち うち 登録台数 非課税台数 課税免除 身体障害 課税台数 ちメタ ち天然 調  定  額 重課に係 ㉑に係る 軽課に係 ㉓に係る
台    数 税台数 台数 国軍隊 による ノール ガスを 調 定 額 ⑥に ⑦に 台    数 者に係る ノール ガスを るものの 調定額 るものの 調定額

の構成 軽減税 を動力 動力源 係る 係る もの    を動力 動力源 台数    台数    
区         分 ②-③-④ 員等分 率の適 源とす とする 調定額 調定額 源とす とする

用を受 る自動 もの るもの もの
けたも 車の台
の    数

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲ ⑳ ㉑ ㉒ ㉓ ㉔
千円 千円 千円 千円 千円 千円

 ３０人以下
バ 一  ３０人超  ４０人以下

般  ４０人超  ５０人以下
乗  ５０人超  ６０人以下
合  ６０人超  ７０人以下

ス 用  ７０人超  ８０人以下
 ８０人超

           小    計
千円 千円 千円 千円

 ３０人以下
そ  ３０人超  ４０人以下

 ４０人超  ５０人以下
バ の  ５０人超  ６０人以下

 ６０人超  ７０人以下
他  ７０人超  ８０人以下

 ８０人超
           小    計

 ３０人以下
ス 自  ３０人超  ４０人以下

 ４０人超  ５０人以下
家  ５０人超  ６０人以下

 ６０人超  ７０人以下
用  ７０人超  ８０人以下

 ８０人超
 ト  レ  ―  ラ  ―

           小    計

                 計            (C)
特
種 営     業     用
用
途 自     家     用
車

                 計            (D)

  合    計     (A)+(B)+(C)+(D)
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    総  鉱  区     非課税鉱区    課税対象鉱区
面積又は 面積又は 面積又は 調 定 額
延  長 延  長 延  長

百アール 百アール 百アール 千円

千メートル 千メートル 千メートル

７　鉱区税に関する調

合       計

石油又は天然ガス鉱区以外

石 油 又 は 天 然 ガ ス 鉱 区

試
掘
鉱
区

採
掘
鉱
区

石油又は天然ガス鉱区以外

石 油 又 は 天 然 ガ ス 鉱 区

区       分
件数 件数 件数

砂
鉱
を
目
的
と
し
な
い

鉱
業
権
の
鉱
区

砂
鉱
を
目
的
と

す
る
鉱
業
権
の

鉱
区

法第 条第 項第 号に
規 定 す る 鉱 区

法 附 則 第 条 の 規 定 の
適 用 を 受 け る 鉱 区

（１）新車に関する調

新規登録、
新規検査又
は届出台数

非課税、課
税免除、減
免及び免
税点以下
台数

②のうち
身体障
害者等
に係る
減免台
数

課税台数

①-②
取　得　価　額

バリアフリー特例
に係る控除額

ＡＳＶ特例に係
る控除額

課税標準額

③-（④+⑤）
税　額

① ② ③ ④ ⑤
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

一 般 乗 合 用

一般乗合用以外

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

総 計

四輪乗 用車

四輪 ト ラ ッ ク

三 輪 車

軽

自

動

車
計

８　自動車取得税に関する調

計

ト

ラ

ッ

ク

けん引車、披
けん引車、貨
客兼用車を
除いたもの

普 通 車

小 型 車

計

乗

用

車

貨客兼用
車

区　　　　　　分

被けん引
車

自

動

車

けん引車

計

バ

ス

営 業 用

自 家 用

計

三 輪 の
小型自 動車

特種用 途車
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    総  鉱  区     非課税鉱区    課税対象鉱区
面積又は 面積又は 面積又は 調 定 額
延  長 延  長 延  長

百アール 百アール 百アール 千円

千メートル 千メートル 千メートル

７　鉱区税に関する調

合       計

石油又は天然ガス鉱区以外

石 油 又 は 天 然 ガ ス 鉱 区

試
掘
鉱
区

採
掘
鉱
区

石油又は天然ガス鉱区以外

石 油 又 は 天 然 ガ ス 鉱 区

区       分
件数 件数 件数

砂
鉱
を
目
的
と
し
な
い

鉱
業
権
の
鉱
区

砂
鉱
を
目
的
と

す
る
鉱
業
権
の

鉱
区

法第 条第 項第 号に
規 定 す る 鉱 区

法 附 則 第 条 の 規 定 の
適 用 を 受 け る 鉱 区

（１）新車に関する調

新規登録、
新規検査又
は届出台数

非課税、課
税免除、減
免及び免
税点以下
台数

②のうち
身体障
害者等
に係る
減免台
数

課税台数

①-②
取　得　価　額

バリアフリー特例
に係る控除額

ＡＳＶ特例に係
る控除額

課税標準額

③-（④+⑤）
税　額

① ② ③ ④ ⑤
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

一 般 乗 合 用

一般乗合用以外

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

総 計

四輪乗 用車

四輪 ト ラ ッ ク

三 輪 車

軽

自

動

車
計

８　自動車取得税に関する調

計

ト

ラ

ッ

ク

けん引車、披
けん引車、貨
客兼用車を
除いたもの

普 通 車

小 型 車

計

乗

用

車

貨客兼用
車

区　　　　　　分

被けん引
車

自

動

車

けん引車

計

バ

ス

営 業 用

自 家 用

計

三 輪 の
小型自 動車

特種用 途車
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（２）中古車に関する調

新規登録、
新規検査又
は届出台数

移転登録
台 数

自動車検
査証（軽自
動車届出
済証）の記
入に係るも

の

計

①+②+③

非課税、課
税免除、減
免及び免
税点以下
台 数

⑤のうち
身体障
害者等
に係る
減免台
数

課税台数

④-⑤
取 得 価 額

中古車特例
に係る控除

額

課税標準額

⑥-⑦
税 額

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦
（千円） （千円） （千円） （千円）

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

一 般 乗 合 用

一般乗合用以外

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

計

ト

ラ

ッ

ク

けん引車、披
けん引車、貨
客兼用車を
除いたもの

普 通 車

小 型 車

計

乗

用

車

三 輪 の
小型自 動車

特種用 途車

総 計

四輪乗 用車

四輪 トラ ッ ク

三 輪 車

軽

自

動

車
計

区 分

自

動

車

けん引車

被けん引
車

貨客兼用
車

バ

ス

営 業 用

自 家 用

計

計

（３）新車・中古車に関する調（総計）

新規登録、新規
検査、届出台数、
移転登録台数、
自動車検査証（軽
自動車届出済証）
の記入に係る台

数

非課税、課
税免除、減
免及び免税
点以下台数

②のうち
身体障害
者等に係
る減免台

数

課税台数

①-②
取 得 価 額

中 古 車
特 例 に 係 る

控 除 額

バ リ ア フ リ ー
特 例 に 係 る

控 除 額

特 例
に係 る 控 除 額

課 税 標 準 額

③-(④+⑤+⑥)
税 額

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

一 般 乗 合 用

一般乗合用以外

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

総 計

三 輪 の
小 型 自 動 車

特 種 用 途 車

計

軽

自

動

車

四 輪 乗 用 車

四 輪 ト ラ ッ ク

三 輪 車

計

貨客 兼用
車

計

バ

ス

営 業 用

自 家 用

計

区 分

自

動

車

乗

用

車

普 通 車

小 型 車

計

ト

ラ

ッ

ク

けん引車・
披 け ん 引
車・貨客兼
用 車 を 除
い た も の

け ん 引 車

被 け ん 引
車
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（３）新車・中古車に関する調（総計）

新規登録、新規
検査、届出台数、
移転登録台数、
自動車検査証（軽
自動車届出済証）
の記入に係る台

数

非課税、課
税免除、減
免及び免税
点以下台数

②のうち
身体障害
者等に係
る減免台

数

課税台数

①-②
取 得 価 額

中 古 車
特 例 に 係 る

控 除 額

バ リ ア フ リ ー
特 例 に 係 る

控 除 額

特 例
に係 る 控 除 額

課 税 標 準 額

③-(④+⑤+⑥)
税 額

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

一 般 乗 合 用

一般乗合用以外

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

総 計

三 輪 の
小 型 自 動 車

特 種 用 途 車

計

軽

自

動

車

四 輪 乗 用 車

四 輪 ト ラ ッ ク

三 輪 車

計

貨客 兼用
車

計

バ

ス

営 業 用

自 家 用

計

区 分

自

動

車

乗

用

車

普 通 車

小 型 車

計

ト

ラ

ッ

ク

けん引車・
披 け ん 引
車・貨客兼
用 車 を 除
い た も の

け ん 引 車

被 け ん 引
車
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（４）取得価額段階別に関する調（新車）

台 数 取得 価額 税 額 台 数 取得 価額 税 額 台 数 取得 価額 税 額

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

一 般 乗 合 用

一般乗合用以外

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

計

計

け
ん
引
車
・
披
け
ん

引
車
・
貨
客
兼
用
車

を

除

い

た

も

の

被

け

ん

引

車

計

貨

客

兼

用

車

営

業

用

自 家 用

計

四輪乗用車

バ

ス

総 計

軽

自

動

車

四輪トラック

三 輪 車

三輪の小型
自 動 車

特種用途車

自

動

車

ト

ラ

ッ

ク

け

ん

引

車

区 分
万円以下
の 台 数

万円を超え 万円以下のもの

乗

用

車
計

普

通

車

小

型

車

万円を超え 万円以下のもの 万円を超え 万円以下のもの
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台 数 取得 価額 税 額 台 数 取得 価額 税 額 台 数 取 得 価 額 税 額 台 数 取 得 価 額 税 額

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

万円を超え 万円以下のもの 合 計万円を超え 万円以下のもの 万 円 を 超 え る も の
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（５）取得価額段階別に関する調（中古車）

台 数 取得価額 税 額 台 数 取得価額 税 額 台 数 取得価額 税 額

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

一 般 乗 合 用

一般乗合用以外

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

営 業 用

自 家 用

計

区 分
万円以下
の 台 数

計

普

通

車

小

型

車

自 家 用

計

貨

客

兼

用

車

営

業

用

バ

ス

万円を超え 万円以下のもの万円を超え 万円以下のもの 万円を超え 万円以下のもの

総 計

軽

自

動

車

四輪トラック

三 輪 車

計

計

四輪乗用車

特種用途車

自

動

車

ト

ラ

ッ

ク

け

ん

引

車

け
ん
引
車
・
披
け
ん

引
車
・
貨
客
兼
用
車

を

除

い

た

も

の

被

け

ん

引

車

乗

用

車

計

三 輪 の
小型自動車
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台 数 取得価額 税 額 台 数 取得価額 税 額 台 数 取得価額 税 額 台 数 取 得 価 額 税 額

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

合 計万円を超え 万円以下のもの 万 円 を 超 え る も の万円を超え 万円以下のもの
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（１）軽油の引取数量に関する調

①  キロリットル

②  キロリットル

③  キロリットル

 欠  キロリットル

 減  キロリットル

 量 ④  キロリットル

⑤  キロリットル

燃料炭化水素油の販売量（法１４４の２③）  キロリットル

課税対象とならない数量  キロリットル

 キロリットル

課税対象とならない数量  キロリットル

 キロリットル

課税対象とならない数量  キロリットル

 キロリットル

課税対象とならない数量  キロリットル

 キロリットル

 キロリットル

課税対象とならない数量  キロリットル

⑥  キロリットル

課税対象とならない数量 ⑦  キロリットル

⑧  キロリットル

 キロリットル

本  店  の  数

登    録    数

事務所等の数

本  店  の  数

登    録    数

事務所等の数

本  店  の  数

登    録    数

事務所等の数

本  店  の  数

事務所等の数

本  店  の  数

事務所等の数

（注）特別徴収義務者数等は２月末日現在。

９　軽油引取税に関する調

      特   約  業  者  分    1/100

      元  売  業  者  分   0.3/100

   課  税  標  準  量  ⑥-⑦

数　量　・　件　数

炭化水素油の消費量（法１４４の２⑤）

区　　　　分

    引     取    数     量

計

     　　　　　　　　課  税  標  準  量   ③-④

     　　　　　　　　合        　　　計  ⑤+⑧

みなす課税された軽油の消費・譲渡量（法１４４の３①Ⅴ）

そ　の　他

みなす課税された軽油の輸入量（法１４４の３①Ⅵ）

計

    課税対象とならない数量

　　差　　       引　①-②

申
　
告
　
納
　
付
　
等
　
の
　
分

軽油又は燃料炭化水素油の販売量（法１４４の２④）

特
　
別
　
徴
　
収
　
義
　
務
　
者
　
数
　
等

元
売
業
者

特
約
業
者

計

仮
特
約
業
者
そ
の
他
の
者

（２）課税対象とならない軽油に関する調

件数
税額
（千円）

件数
税額
（千円）

件数
税額
（千円）

件数
税額
（千円）

外国船籍の船舶の船用品

そ の 他

エチレン等の原料の用途

ポリプロピレンの製造工程等

漁船

自衛隊

海上保安庁

その他

第

二

号

関

係

国

地方公共団体

委託を受けて農作業を行う者

農地の造成又は改良を主た
る業務とする者

その他

国

地方公共団体

素材生産業を営む者

その他

の
五
関
係

法
第
百
四
十
四
条

の

六

関

係

法

第

百

四

十

四

条

法
附
則
第
十
二
条
の
二
の
七
第
一
項

第
一
号
関
係

第
三
号
関
係

第
四
号
関
係

農業等

林業等

通告処分・告発

船舶

自衛隊（機械等）

鉄道事業

軌道事業

専用の鉄道を設置する者

専用側線において車輌の入換作
業を営む者

輸出

課税済み

小計　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

石油化学製品製造業

区分
免税軽油
使用者数

等

数　量
（Kℓ）

みなす課税 引取課税 普通徴収
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（１）軽油の引取数量に関する調

①  キロリットル

②  キロリットル

③  キロリットル

 欠  キロリットル

 減  キロリットル

 量 ④  キロリットル

⑤  キロリットル

燃料炭化水素油の販売量（法１４４の２③）  キロリットル

課税対象とならない数量  キロリットル

 キロリットル

課税対象とならない数量  キロリットル

 キロリットル

課税対象とならない数量  キロリットル

 キロリットル

課税対象とならない数量  キロリットル

 キロリットル

 キロリットル

課税対象とならない数量  キロリットル

⑥  キロリットル

課税対象とならない数量 ⑦  キロリットル

⑧  キロリットル

 キロリットル

本  店  の  数

登    録    数

事務所等の数

本  店  の  数

登    録    数

事務所等の数

本  店  の  数

登    録    数

事務所等の数

本  店  の  数

事務所等の数

本  店  の  数

事務所等の数

（注）特別徴収義務者数等は２月末日現在。

９　軽油引取税に関する調

      特   約  業  者  分    1/100

      元  売  業  者  分   0.3/100

   課  税  標  準  量  ⑥-⑦

数　量　・　件　数

炭化水素油の消費量（法１４４の２⑤）

区　　　　分

    引     取    数     量

計

     　　　　　　　　課  税  標  準  量   ③-④

     　　　　　　　　合        　　　計  ⑤+⑧

みなす課税された軽油の消費・譲渡量（法１４４の３①Ⅴ）

そ　の　他

みなす課税された軽油の輸入量（法１４４の３①Ⅵ）

計

    課税対象とならない数量

　　差　　       引　①-②

申
　
告
　
納
　
付
　
等
　
の
　
分

軽油又は燃料炭化水素油の販売量（法１４４の２④）

特
　
別
　
徴
　
収
　
義
　
務
　
者
　
数
　
等

元
売
業
者

特
約
業
者

計

仮
特
約
業
者
そ
の
他
の
者

（２）課税対象とならない軽油に関する調

件数
税額
（千円）

件数
税額
（千円）

件数
税額
（千円）

件数
税額
（千円）

外国船籍の船舶の船用品

そ の 他

エチレン等の原料の用途

ポリプロピレンの製造工程等

漁船

自衛隊

海上保安庁

その他

第

二

号

関

係

国

地方公共団体

委託を受けて農作業を行う者

農地の造成又は改良を主た
る業務とする者

その他

国

地方公共団体

素材生産業を営む者

その他

の
五
関
係

法
第
百
四
十
四
条

の

六

関

係

法

第

百

四

十

四

条

法
附
則
第
十
二
条
の
二
の
七
第
一
項

第
一
号
関
係

第
三
号
関
係

第
四
号
関
係

農業等

林業等

通告処分・告発

船舶

自衛隊（機械等）

鉄道事業

軌道事業

専用の鉄道を設置する者

専用側線において車輌の入換作
業を営む者

輸出

課税済み

小計　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

石油化学製品製造業

区分
免税軽油
使用者数

等

数　量
（Kℓ）

みなす課税 引取課税 普通徴収
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件数
税額

（千円）
件数

税額
（千円）

件数
税額

（千円）
件数

税額
（千円）

汽力発電装置の助燃

ガスタービン発電装置

航空運送サービス業

地方公共団体

地方公共団体の長の許可等
を受けた者
国土交通大臣の許可を受け
た者

外国公館等の暖房用ボイラー関係　　   Ｆ

  合　　　   　　　  　計　   　Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ+Ｅ+Ｆ

第
五
号
関
係

木材市場業

バークたい肥製造業

索道事業

　小　　　　　　　　　　　　計　　　　　　        Ｂ

法附則第十二条の二の七第五項関係   Ｃ

アメリカ合衆国軍隊関係　　　　       　　  Ｅ

港湾運送業

倉庫業

貨物利用運送事業

鉄道貨物積卸業

廃棄物処理事業

木材加工業

法
附
則
第
十
二
条
の
二
の
七
第
一
項

セメント製品製造業（生コンクリート
製造業を除く）

生コンクリート製造業

電気供給業

地熱資源開発事業

鉱物の採掘事業

とび・土工工事業

鉱さいバラス製造業

法附則第十二条の二の七第六項関係   Ｄ

通告処分・告発

区分
免税軽油
使用者数

等

数　量
（Kℓ）

みなす課税 引取課税 普通徴収

(千円)

 第１項第１号に該当する狩猟者

  1　うち第２項第１号に該当するもの

  2　うち第２項第２号に該当するもの

  3　法附則32条の２第１項に該当するもの

  4　法附則32条の２第２項に該当するもの

  5　上記に該当しないもの

 第１項第２号に該当する狩猟者

  6　うち第２項第１号に該当するもの

  7　うち第２項第２号に該当するもの

  8　法附則32条の２第１項に該当するもの

  9　法附則32条の２第２項に該当するもの

 10 上記に該当しないもの

 11　法附則32条第１項に該当するもの －

 12　法附則32条第２項に該当するもの －

 第１項第３号に該当する狩猟者

 13　うち第２項第１号に該当するもの

 14　うち第２項第２号に該当するもの

 15　法附則32条の２第１項に該当するもの

 16　法附則32条の２第２項に該当するもの

 17　上記に該当しないもの

 第１項第４号に該当する狩猟者

 18　うち第２項第１号に該当するもの

 19　うち第２項第２号に該当するもの

 20　法附則32条の２第１項に該当するもの

 21　法附則32条の２第２項に該当するもの

 22  上記に該当しないもの

 23　法附則32条第１項に該当するもの －

 24　法附則32条第２項に該当するもの －

 第１項第５号に該当する狩猟者

 25　うち第２項第１号に該当するもの

 26　うち第２項第２号に該当するもの

 27　法附則32条の２第１項に該当するもの

 28　法附則32条の２第２項に該当するもの

 29　上記に該当しないもの

 30　法附則32条第１項に該当するもの －

 31　法附則32条第２項に該当するもの －

１ ～ の 合 計

　課税免除

　課税免除

法
第
七
百
条
の
五
十
二
関
係

１０　狩猟税に関する調

区       分
調定額狩猟者登録総件数

　課税免除
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(千円)

 第１項第１号に該当する狩猟者

  1　うち第２項第１号に該当するもの

  2　うち第２項第２号に該当するもの

  3　法附則32条の２第１項に該当するもの

  4　法附則32条の２第２項に該当するもの

  5　上記に該当しないもの

 第１項第２号に該当する狩猟者

  6　うち第２項第１号に該当するもの

  7　うち第２項第２号に該当するもの

  8　法附則32条の２第１項に該当するもの

  9　法附則32条の２第２項に該当するもの

 10 上記に該当しないもの

 11　法附則32条第１項に該当するもの －

 12　法附則32条第２項に該当するもの －

 第１項第３号に該当する狩猟者

 13　うち第２項第１号に該当するもの

 14　うち第２項第２号に該当するもの

 15　法附則32条の２第１項に該当するもの

 16　法附則32条の２第２項に該当するもの

 17　上記に該当しないもの

 第１項第４号に該当する狩猟者

 18　うち第２項第１号に該当するもの

 19　うち第２項第２号に該当するもの

 20　法附則32条の２第１項に該当するもの

 21　法附則32条の２第２項に該当するもの

 22  上記に該当しないもの

 23　法附則32条第１項に該当するもの －

 24　法附則32条第２項に該当するもの －

 第１項第５号に該当する狩猟者

 25　うち第２項第１号に該当するもの

 26　うち第２項第２号に該当するもの

 27　法附則32条の２第１項に該当するもの

 28　法附則32条の２第２項に該当するもの

 29　上記に該当しないもの

 30　法附則32条第１項に該当するもの －

 31　法附則32条第２項に該当するもの －

１ ～ の 合 計

　課税免除

　課税免除

法
第
七
百
条
の
五
十
二
関
係

１０　狩猟税に関する調

区       分
調定額狩猟者登録総件数

　課税免除
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不動産取得税

区 分

現

年

課

税

分

法人道府県民税

個 人 事 業 税

自  動  車  税

左のうち徴
収猶予等に
係るもの

(千円) (千円) （千円）

税 額 件 数
左のうち証
紙徴収に係
るもの

調 定 額 納 期 内 収 入 額 滞 納 額

① ② ①-②

税 額件 数
左のうち証紙
徴収に係るも
の

件 数

法 人 事 業 税

その他の道府県税

軽 油 引 取 税

自動車取得税

合 計 Ａ ＋ Ｂ

滞 納 繰 越 分 Ｂ

計 Ａ

左のうち徴
収猶予等に
係るもの

税 額

滞 納 額
滞 納 額 ③ の う ち 整 理 済 額

任 意 徴 収 ④
差 押 徴 収 ⑤

①-② ③ 任 意 納 税
区 分

税 額
左のうち徴収猶予
等に係るもの

件 数 税 額

(千円) (千円) (千円) （千円） (千円)

件 数
左のうち徴収
猶予に係るも
の

個 人 事 業 税

法 人 事 業 税

法人道府県民税

不動産取得税

自動車取得税

自  動  車  税

軽 油 引 取 税

滞 納 繰 越 分 Ｂ

計 Ａ

現

年

課

税

分 その他の道府県税

合 計 Ａ ＋ Ｂ

１１　徴収状況に関する調

附表　整理未済額の内訳

そ の 他 ⑧

計

財 産 差 押 額 ①

換 価 猶 予 額 ②

滞 納 処 分 の 停 止 額 ③

徴 収 嘱 託 額 ⑤

交 付 要 求 額 ⑥

⑥のうち参加差押に係るもの

分 納 誓 約 額 ⑦

徴 収 猶 予 額 ④

滞 納 処 分 徴 収

区 分

件 数 税 額

(千円)

整 理 未 済 額
① － ⑥ ＋ ⑦ － ⑧差 押 徴 収 ⑤

収 入 計
② ＋ ④ ＋ ⑤

⑥ の う ち
還 付 未 済 額

欠 損 処 分

件 数 税 額

(千円) (千円) (千円) 　(千円)

⑥ ⑦ ⑧ ⑨

件 数 税 額 件 数 税 額 件 数 税 額

法 人 事 業 税

個 人 事 業 税

現

年

課

税

分

法人道府県民税

不動産取得税

合 計 Ａ ＋ Ｂ

滞 納 繰 越 分 Ｂ

自動車取得税

計 Ａ

区　　　　分

その他の道府県税

軽 油 引 取 税

自  動  車  税

件　　　数 税　　額

（千円）
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附表　整理未済額の内訳

そ の 他 ⑧

計

財 産 差 押 額 ①

換 価 猶 予 額 ②

滞 納 処 分 の 停 止 額 ③

徴 収 嘱 託 額 ⑤

交 付 要 求 額 ⑥

⑥のうち参加差押に係るもの

分 納 誓 約 額 ⑦

徴 収 猶 予 額 ④

滞 納 処 分 徴 収

区 分

件 数 税 額

(千円)

整 理 未 済 額
① － ⑥ ＋ ⑦ － ⑧差 押 徴 収 ⑤

収 入 計
② ＋ ④ ＋ ⑤

⑥ の う ち
還 付 未 済 額

欠 損 処 分

件 数 税 額

(千円) (千円) (千円) 　(千円)

⑥ ⑦ ⑧ ⑨

件 数 税 額 件 数 税 額 件 数 税 額

法 人 事 業 税

個 人 事 業 税

現

年

課

税

分

法人道府県民税

不動産取得税

合 計 Ａ ＋ Ｂ

滞 納 繰 越 分 Ｂ

自動車取得税

計 Ａ

区　　　　分

その他の道府県税

軽 油 引 取 税

自  動  車  税

件　　　数 税　　額

（千円）
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個人事業税 法人事業税 不動産取得税
固定資産税
（特例分）

計

千円 千円 千円 千円 千円

低工法

首都圏法、近畿圏法
及び中部圏法

過疎法

農工法

沖縄振興法

半島振興法

リゾート法

関西学術研法

多極分散法

山村法

商業集積法

地方拠点法

離島法

中山間法

フォーリンアクセス法

ベイエリア法

中心市街地法

奄振法

工配法、頭脳立地法
及び水特法

原発地域振興法

地域再生法

計　①

低工法等による財政措置
の適用地区に係るもの

その他のもの

計　②

合計　①＋②

１２　産業振興等に係る地方税の減免額に関する調

その他
の

減免額

区分

低
工
法
等
に
基
づ
く
地
方
交
付
税
の
基
準
財
政
収
入
額
の

控
除
の
対
象
と
な
る
減
免
額

（１）不服申立てに関する調

平　 成　 29 　年　 度
処   理   済   件   数

区          分

個　人 非自主決定分

事業税
賦 自主決定分  

   不動産取得税

課
   軽油引取税

   その他の税

徴          収

上  記  以  外

合          計

１３　地方税に関する争訟に関する調

要 処 理 件 数 翌年度への繰越

前年度
からの
繰越

平成
年度
発生

合計 却下 棄却
一部
取消

全部
取消

合計取下 合計

国税決
定の繰
越に伴
うもの

その他

（２）訴訟に関する調

平成 平成 平成
前年度 年度中 年度中 年度末
末係属 発生 計 完結 取 却 和 勝 一 敗 係属

   区          分 件数 件数 以 件数 部 件数 １ ２ ３
①+② 前 敗 ③-④

① ② ③ ④ 下 下 解 訴 訴 訴 ⑤ 審 審 審
非自主

個　人 決定分
事業税 自  主

賦 決定分

 不動産取得税 　
課

 軽油引取税

 その他の税 　

徴  滞  納  処  分

収  そ    の    他 　 　

   そ    の    他

   合          計　合　　計

⑤の係属
審級別内訳

④の完結事由別
内　訳

 ①の事件発生年度別
内　訳
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個人事業税 法人事業税 不動産取得税
固定資産税
（特例分）

計

千円 千円 千円 千円 千円

低工法

首都圏法、近畿圏法
及び中部圏法

過疎法

農工法

沖縄振興法

半島振興法

リゾート法

関西学術研法

多極分散法

山村法

商業集積法

地方拠点法

離島法

中山間法

フォーリンアクセス法

ベイエリア法

中心市街地法

奄振法

工配法、頭脳立地法
及び水特法

原発地域振興法

地域再生法

計　①

低工法等による財政措置
の適用地区に係るもの

その他のもの

計　②

合計　①＋②

１２　産業振興等に係る地方税の減免額に関する調

その他
の

減免額

区分

低
工
法
等
に
基
づ
く
地
方
交
付
税
の
基
準
財
政
収
入
額
の

控
除
の
対
象
と
な
る
減
免
額

（１）不服申立てに関する調

平　 成　 29 　年　 度
処   理   済   件   数

区          分

個　人 非自主決定分

事業税
賦 自主決定分  

   不動産取得税

課
   軽油引取税

   その他の税

徴          収

上  記  以  外

合          計

１３　地方税に関する争訟に関する調

要 処 理 件 数 翌年度への繰越

前年度
からの
繰越

平成
年度
発生

合計 却下 棄却
一部
取消

全部
取消

合計取下 合計

国税決
定の繰
越に伴
うもの

その他

（２）訴訟に関する調

平成 平成 平成
前年度 年度中 年度中 年度末
末係属 発生 計 完結 取 却 和 勝 一 敗 係属

   区          分 件数 件数 以 件数 部 件数 １ ２ ３
①+② 前 敗 ③-④

① ② ③ ④ 下 下 解 訴 訴 訴 ⑤ 審 審 審
非自主

個　人 決定分
事業税 自  主

賦 決定分

 不動産取得税 　
課

 軽油引取税

 その他の税 　

徴  滞  納  処  分

収  そ    の    他 　 　

   そ    の    他

   合          計　合　　計

⑤の係属
審級別内訳

④の完結事由別
内　訳

 ①の事件発生年度別
内　訳

0
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第 ６ 徴 税 費 に 関 す る 調

 
 

徴税費に関する調（平成 年度～平成 年度） ···························································· 143 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

千円 千円 千円 千円
法 人 事 業 税

ゴルフ場利用税

軽 油 引 取 税

そ    の    他

合    計

件  数 金  額

　金　額（千円）

合      計過少申告加算金

件  数 金  額金  額 件  数 金  額

重  加  算  金

（２）過少申告加算金等に関する調

区    分
件  数

不 申 告 加 算 金

１４　延滞金等に関する調

　件　数

（１）延滞金等に関する調

区       分 延   滞   金
（充当したものを含む。）

還  付  加  算  金

142 第５　課税状況




